
第1回 児童福祉施設における食事の提供及び栄養管理に関する研究会  

議 事 次 第  

平成21年9月11日（金）  

10：0 0～12：0 0  
厚生労働省専用第16会議室  

1 開会  

挨拶  

座長選出   

2 議題   

（1）児童福祉施設における食事の提供及び栄養管理に関する検討のねらいについて   

（2）児童福祉施設における食事の提供及び栄養管理に関する現状と課題について   

（3）その他   

3 閉会  

〈資料〉  

資料1児童福祉施設における食事の提供及び栄養管理に関する研究会開催要綱  

資料 2 児童福祉施設における食事の提供及び栄養管理に関する検討のねらい  

資料 3 児童福祉施設における食事の提供及び栄養管理に関する現状と課題  

（》 児童福祉施設の食事計画等の栄養管理の実態に関する調査研究  

（堤委員ご提供資料）  

② 衛生管理の視点からみた児童福祉施設における食事提供について  

（荒木委員ご提供資料）  

③ 保育園の現状  （林委員ご提供資料）  

④ 児童養護施設における食事の提供及び栄養管理に関する現状と課題  

（釘宮委員ご提供資料）  

⑤ 児童福祉施設における食事の提供及び栄養管理に関する  

現状と課題等について  （政安委員ご提供資料）  
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児童福祉施設における給食業務に関する援助及び指導について  

児童福祉施設における「食事摂取基準」を活用した食事計画について  

日本人の食事摂取基準（2010年版）（抄） 「総論」「乳児・小児」  

大量調理施設衛生管理マニュアル  

児童福祉施設等における衛生管理の改善充実及び食中毒発生の予防について  

乳児用調製粉乳の安全な調乳、保存及び取扱いに関するガイドライン  

保育所保育指針  

栄養マネジメント加算及び経口移行加算等に関する事務処理手順例及び様式  

例の提示について  

参考資料 9 地域で生活する障害児（者）の食生活・栄養支援に関する調査研究事業報告書   



児童福祉施設における食事の提供及び栄養管理に関する研究会 開催要綱  

1．目的  

児童福祉施設における食事は子どもの健全な発育・発達及び健康の維持・増進の   

基盤であるとともに、望ましい食生活習慣の形成を図るなど、その果たす役割は極   

めて大きい。  

児童福祉施設における、子どもの発育】発達を視野に入れた具体的な食事計画の   

作成や評価など食事摂取基準もふまえた栄養管理の手法について、専門家により十   

分に検討を行う必要がある。また、児童福祉施設の特徴をふまえた衛生管理の留意   

点や食育の観点からの食事の提供の留意点などについても検討が必要である。  

このため、雇用均等・児童家庭局母子保健課長が栄養に関する学識経験者・実務   

者等に参集を求め、子どもの健やかな発育・発達を支援する観点から、児童福祉施   

設における食事の提供及び栄養管理のあり方について、検討を行うこととする。  

2．構成  

（1）研究会の構成員は別紙のとおりとする。  

（2）研究会に座長を置き、構成員の互選により定める。  

3．検討事項  

（1）食事摂取基準を活用した食事計画の作成、実施、評価など具体的な栄養管理手  

法などについて  

（2）衛生管理や食育の観点からの食事の提供の留意点などについて  

4．運営  

（1）研究会は公開とする。  

（2）研究会の下に、必要に応じワーキンググループを開催することができる。  

（3）研究会の庶務は、雇用均等・児童家庭局母子保健課が行う。  

5．その他  

この要綱に定めるもののほか、研究会の運営に閲し必要な事項は、座長が母子保   

健課長と協議の上定める。   



」●   

児童福祉施設における食事の提供及び栄養管理に関する検討のねらい  

「児童福祉施設における『食事摂取基準』を活用した食事計画lこついて」  

平成17年3月 母子保健課長通知  

「食事摂取基準」活用した食事計画の基本的考え方、食事計画の策定、実施にあたっての  

留意点について  

食育基本法  保育所保育指針の改定  日本人の食事摂取基準  

平成17年6月  平成20年3月改定  聖堂量  

食育推進基本計画  平成21年4月施行  平成21年5月公表  

平成18年3月  O「食育」についても明記    ○平成22年度～平成26年  

○保育所等における食育  度まで使用  

の推進  

検討のねらい  

「児童福祉施設における食事の提供ガイド（仮称）」の作成  

（児童福祉施設における食事の提供に関する通知の改正）  



第1回児童福祉施設における食事の提供等に関する研究会資料  

児童福祉施設の食事計画等の   

栄養管理の実態に関する調査研究  
平成20年度こども未来財団「児童関連サービス調査研究等事業」報告書より作成  

主任研究者＝堤ちはる（日本子ども家庭総合研究所母子保健研究部栄養担当部長）  

分担研究者‥吉池信男（青森県立保健大学健康科学部栄養学科教授）  

横山徹爾（国立保健医療科学院人材育成部部長）  
太田百合子（財団法人児童育成協会こどもの城小児保健部技術主任）  

平成21年9月11日 厚生労働省内会議室  

日本子ども家庭総合研究所  
堤 ちはる  

本研究の構成  

第1享保育所給食の栄養管矧こ関する研究（アンケート調査）  

第1節  
児童福祉担当主管課における  
給食業務に開する援助及び括弧こついて  
（1811市区町村に依頼、1738市区町村より回  

答：回収率96．0％）  

第2称  

保育所による穣事摂取基準」を活用した  
食事計画について  
（層イヒクラスター抽出明琴、全保育所の28「3％、  
374市区町村：6715保育所中、344市区町村：  
5572保育所より回答、回収率は市区町村数で  
92．0％、保育所数で83．0％）   



第1章 保育所給食の栄養管理に関する研究  

第1節 児童福祉担当主管課における  

給食業務に関する援助及び指導について  
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栄養士の配置別にみた「児童福祉施設における給食業務に  

関する援助及び指導について」の各項目の達成度  
1（1）給食業務指導は児暮4i祉施設新書部が主体、衛  

生圭t部と連携  

1（2）子どもの特性に応じた栄：纂棄権保可能な給食運営  
持書  

1（3）子どもの発雷、栄♯状態を把1■し、食事l汁画、献立  
作成指導  

1（4）綱係暮1の情報共有、食事】汁画・l陣優による給食  
運営改善欄膚  

1（5）施投長の給食義務の認l■向上、稔食■■の知雛  
技tた向上への指事  

1（8）食習≠定着、人間性書成へ捨象を通じた士青実践  
の指導  

2（1）給与栄暮二■日韓は暮事摂取基準を暮に、子どもの  
生5舌状況を勘案して決定  

2（2）個々人の発雷、栄暮状態をよに、給与栄養土日積  
数定、食事】汁筆立稟  

2（3）子どもの発書、兼暮状態の把】■・l仔細、】■】璽と提供  
評価による食事l削函改書  

2（4）食事内容・す蟻へのi己■、食の情報提供、体験の  
一会提供、土書実践  

2（5）衛生的、安全な給食運雇に向けた土中暮、感染症  
発生防止  

達成度は、VAS（Vi5UalAnalogScきlo）で、  

0（まったくできていない）～100（十分できている）で回答．  
WilGOXOn膿位和検定で全ての項目に栄養士配慮の有兼で有意蓋あり  

0   20  40  60  80 100  
％  

□栄兼士配置なし■栄養士配置あり   

第1章 保育所給食の栄養管理に関する研究  

第2節 保育所による「食事摂取基準」を活用した  

食事計画について   



児童福祉施設における“食事摂取基準”を活用した食事計画に   

全く行っていない（＝0）   
ついて  

十分行っている（＝100）  

■0－  ■1D－  ■2D－  130一  隅40一  日50一  日60一  口70一  己80一  口90－  

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％ 100％   

l（り古巣暮薫・指橿の特徽を理解して活用  

t（2）個々人の状況零によづいた1事打直  

1（3）子どむの覇欄に応じて必曇な架暮稟を考慮  

冊）表1を●考とし個人を対tとすることを1本  

2（1）適当な給与覚書1の員積を瞼定  

2（2）身体活動レベルの区分  

2（3）定期的な身長体1の計測1・Il翳・諦価  

2（1）柏賞はtと1にも古己鷹  

2（5）たんばくT．炭水化物のエネルギー比  

2（6）給与繁暮暮が打保できる献立作成  

2（7）特定の食事を提供する場合  

2（8）献立作成の際の品賞・多様性零の配慮  

3（1）目標遺戒度締価と改葛  

3（2）附係Il九による††稲井有・計画 沼†ホ  

3（3）施設や子どもの特性に応じた食曹の実員  

ユ（1）龍生的▲安全な給食の優賞  

設置主体と栄養士の配置別にみた保育所の栄養管理状況等  

私立（認可園）  

栄養士の配置  栄養士の配置  

有（委託先の栄   

暮士以外）  
有（委託先の栄   

養士以外）  
無  無  

n＝617  ∩＝1442  P檀’  ∩＝1了98  ∩＝941  p価－  

すべての献立を自園で作成しているか  
はい  

給食形態と」て行っているもの（複数回答）  

1鯛乳  

2冷凍・冷蔵母乳  

3離乳食  

4完全給食  

5副食給食  

6アレルギー対応食  

543Ib  231％ く0001  ＊＊77．3Ii   ＊＊46．3，iく0001  

68．3！も  535％ 0．001  ＊76．8％   ＊＊79．8，i O198  

239！も  106％ 0．002  ＊32．Ol   ＊＊21．5！iく0001  

768㌔  675㌔ 0060  ＊■945≠   ＊922％ 0141  

90，3％  843Ii OO41  882㌔  832，も 0012  

474，i  653％ 0004  411㌔    ＊53．3，i OOO6  

888％  812！b O，025  939，b   ＊■890！iく0001  

割合・パーセント点等は圭み付けした推定価であり、単純な割合とは異なる。  

1p値は有（委託先の栄養士以外）と無の比軋有（委託先の栄養士）は参考として示し検定はしなかった。  

＊Pく005．中■PくODl公立と私立の比較。  
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設置主体と栄養士の配置別にみた厚生労働省通知の達成度（1）  

公立  
巣♯士の己己t■  

私立（l殴可既）  
蛍暮士のi己1■  

有（委託先  
の栄養士以  ，隋  

塊L 
n＝1798 三  n＝941  

有（委託先の  
栄養士以外）  

，幣  

P†■1  n＝1442  n＝617  

中央≠   中央≠  
入所定■し人）  96（7阜．1～0）82（60．11軋  く0、001  
PRIs空清用した貴書I†町の暮事的．考え方く10P＝瀾点）．三．  

1（1）各巣  

養素・指  
標の特徴J83（70．95）83（60，92）0．032  
を理解して  
王寺用  
1（2）個々  

人の状況  
等に基づ・80（55．90）70（47．88〉  0．019  
いた食事  

中央†■∴ ヰ央慣  

（25．70，i点）（25 70％点）   Pイ■  gO（66．120）－ 77し60．11．2）＿  0，001  
jヰ・ん 

＊＊75（50．90）1 79（50．90） 0．832  

＊＊70（48．89）， 70（44，86〉 0．628  

計画＿＿＿ 
1（3）子ども  

の特】敵に  
応じて必 86（78，95）85（64．93）10．003  
羊な栄暮  
素を考慮  
1（4）衰1を  

蓼考とし個  
人を対t 80（52．92）75（50．90） 
とすること  

＊＊82（67．95） 80（56．94） 0．049  

＊＊68（40，88）  61（30．90） 0．598  

を纂秦椚一岬  
刊含  パ＝セント点軋ま暮みイ引ナした推定欄であり、■純な割合とは井なる♪  
1P傭は書く幸」托先の栄養土以外）と覿の比較。有（委託先取栄養士）」去蒙考として示し検定はしなかった。  
＊Pく月．05，ナ＊Pく0．01：公立と私立の比較。  

20更「全く行っていない」、！，Oq〒「十分行っている」として、VA亭（∨麺uaしA。al。gS。如）で回答一   

設置主体と栄養士の配置別にみた厚生労働省通知の達成度（2）  

私立（駄可薗）  

l 栄養士の配t  
有（勢取た  

の栄養士以 無  
1 外）  

栄養士の配t  
有（隻軒先 
の糊士以  無  

外し 
n＝617   n＝1442  

∴中央情∴叫中央祉∴  

l  

n岩1798   n＝9ヰ1  

中央Ⅷ 二 中央膚．   
く25．70％点）て2570％点）P値   

し10 86 りtトJT、l川 －12    0（lll  
一  －  

二∴∴  
旦印章萱草匙た食事針里曳夢剋主当た⊇て聖賢養点，｛！郎〒楓ヲ′．∴   

宝器鰐‡81（70・95）78（52∫92）iO抑 

2（2）媚活凱ベル80（鴨95）79（50・93）‡0・106 ヒ一丁山一一一一里具象⊥－－－＝一」と」ト“｝仙仙▲‖＿＿√●＿．．▼▼、T∴．叫一 【 

＊＊75（50．90） 75（50．91）  

＊り5（47－92）∃70（ヰ5．跡  

榊70（40，90）75（50．90） 
2（j）定期的な身長一・体  

隻吸軒瓢晩翠軋  
2（4）脂肇は1と賞にも  

翠庫 
、一 2（5）たんばく羊、炭水  

虻物堅空港卓±虹  
2（6）給与栄養暮が確  

β0（60，95）76（47．92） 0．009  

73（50．90）75（50．90） 0，572   

88（76．95）85（65．95）÷ 0，003   

92（85．98）90（80．95）．0・0甲   

＊＊64（40，89） 

＊＊85（65．95） 

90（80．97）   

＊＊90（80．96）‡  

93（85．9さ）  

74（49．90）   

80（50－94）   

90（75．96）   

89（73－95）  

90（80，96）  

0．065  

0．002  

0．005  

0．001  

く0，001   

獲で妻卓献立僕戌  
2（7）特定の★享を捷  
供する場合  

90（84，97）90（78．95）0．001  

2（8）献立作成の際の 
品質・多様性等の配。92（87．98）90（る1．96）て 0．002  

慮 ノ ト 
諭吉・六ニネジF高専直垂み育前た潅衰盾奮哀匂、卓緬な勧善白ま衰なる。  

）  ’p価は有（委託先野栄兼士以外）と無の比熱有（委託先の栄兼士  
上空印＿q亭．＊＊Pく0．01：公立と私立の比較。  

2年「全く行ってし、なし）人！旦吋十分行？ている」として、YへS（yi＄リalAn卑logScalo）で同風  



設置主体と栄養士の配置別にみた厚生労働省通知の達成度（3）  

私立（認可園）  

栄養士の配置  栄養士の配置  
有（委託先  

の栄養士以   無  
外）   

n＝1798   ∩＝941  

有（委託先の巣暮  

士以外）  

∩＝617   ∩＝1442  P価1  

中央傭   中央庫  
（25，70％点）（2570％点） P価  

入所定員（人）  96（75，120）82（㈹．110） く0．001  

食事計画の実施上の留意点（1叩＝満点）ヱ  
訳1）白樺  

達成度評  ㈹（78．95） 85（71，95） 0053  

価と改善  
3（2）関係  

職員によ  
る㈹共  90（80．96） 川（75．95） 0216  
有・舌十画・  
評価  
3（3）施設  

や子ども  
の特性に  90（75，95） 88（70，95） 0．299  
応じた士  
育の実践  

中央値  中央値  
（25 701点）（25，70％点） p値  

90（66，120）77（60，112）  0001  

＊85（70，95） 86（70．95）  0847  

90（丁5．96） 90（75．96）  0412  

＊＊80（60．94）＊82（58，95）  0802  

3（ヰ）衛生  

的・安全な  
給食の運  
営  

95（90．99） 95（90．98） 0124  96（91．100） 95（90．99）  0．001  

割合・パーセント点等は王み付けした推定価であり、単純な割合とは異なる。  
’p価は有（李粍先の葉書士以外）と無の比熱有（委託先の栄養士）は参考として示し検定はしなかった。  
＊Pく0．05．榊Pく001：公立と私立の比較。  

20＝「全く行っていない」、100＝「十分行っている」として、≠S（Ⅵsua＝halogSc。】。）で回答。  

第2章 乳児院の栄養管理に関する研究  

第1節 乳児院の栄養管理の実態調査  
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一人ひとりの子どもへの配慮（121施設）  
施設数   ％  

子どもの食事中の様子を記録し、その後の食事計画に活かしているカ、   

はし  88   72．7  

13 10・7   

20   16・5  

いいえ  

不明   

発育発達を促すための食事のとり方（手づかみ食べなど）を配慮しているか   

はい   

いいえ   

不明  

＝6   95．9   

3  2．5   

2  1．7  

発育発達を促すための食事のとり方にについて、関嘩職員全員に周琴口しているか（116施設）   

い  115 99．1   

いいえ  1  0＿9  
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第2章 乳児院の栄養管理に関する研究  

第2節 乳児院の食育の現状と今後の課題  

乳児院における食育の取り組み  
クッキング・調理を－1割こしたり見せる  

食削こふれる、収穫する  

家庭菜園づくり  

行事食  

一緒にTい軌こ行く   

先違に合わせた献立や介助、食具のエ夫   

一緒に食べる（誕生会やふだんからも）  

しつけ、マナー  

いろいろな食品を用いる（旬、地産）  

絵本、紙芝居、パネルシアター  

′くイキング、会食  

幅広いヰ好を養う（あえて骨のある魚な∽  

健康的な日々の食生活（岨疇、生活リズム）   

関心や知護を与える（メニュー表示など）  

外食  

0  20  40  60  80  
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第3章 乳児院の食事調査に関する研究  

第2節 乳児院の喫食量の現地調査  

14   



2．5歳以上児の白飯摂取量  
（保育士による盛付け）  
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80g：栄養士の想定する盛り付け基準量  

50  100  

■最初の盛付け量□お代わりの量  
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まとめ（2）乳児院  

栄養計画はほとんどの施設で作成され、多職種、特に栄養士、看護師、保育士の  
3職種が関与する割合が高かフた。  
体調不良時、食物アレルギー、身体発育などについては、多くの施設で個別対応等の  
配慮がなされていた。  

問題点  

・栄養士の関与は給食施設内に止まっていることが多く、食堂や居室で行われている  
個別対応に関して、実態把握が十分ではなかった。   

・被虐待児は約97％の施設に在籍していたが、その児に対する栄養管理や食事  
への配慮を約20％の施設では行っていなかった。被虐待児は発育・発達に問題の   
あることもあり、給与栄養量、食事形態以外にも、岨囁・礁下の問題やスプーンや   
箸の使い方など、食事全般に関わる配慮が求められることが多い。さらに、施設  
入所前の食環境不良なども考えられるため、保育士から問題提起が合った場合  
だけでなく、栄養士はその児の状態を観察し、適切な支援が必要であると考える。  

16   
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衛生管理の視点からみた児童福祉施設における食事提供について  

東海大学海洋学部  

水産学科教授 荒木恵美子   

食にとって安全は基本的な要求事項である。どのように美味しい食べ物であっても不  

安全であっては許されない。最近の食中毒発生状況は毎年，事件数1，500件，患者数  

29，000人程度となっている。1事件当たりの患者数は約20名だが500名以上の患者が  

発生する事件も多くなっている。食中毒の原因物質は平成20年度においては，カンピ  

ロバクター（509件，3，071名）およびノロウイルス（303件，11，618名）が突出して  

いる。また原因施設は飲食店（46．3％），家庭（11．0％），旅館（5．7％），仕出屋（4．5％），  

事業場（給食施設，寄宿舎等）（3．5％），学校（1．5％），病院（0．1％）となっており，  

製造所（0．9％）に比べ，調理を伴う施設での事件が多くなっている。   

食中毒予防の3原則は，（∋付けない，②増やさない，③やっつける（殺菌する）と言  

われている。したがって食品調理（製造）工程においては，病原菌が増殖する工程（冷  

却・冷蔵・保温工程）の温度と時間の管理を適切に行うこと（②），および加熱工程で  

も加熱（殺菌）温度と時間の管理を適切に行うこと（③）が肝要である。これらの工程  

は調理の都度，すなわち毎日・毎回，確実に管理しなければならない。一方，付けない  

管理（①）は調理場全体を通じて，従事者が衛生的に食材，器具などを取り扱うことで  

ある。HACCP（Hazard Analysis and CriticalControIPoint；危害分析および重要管  

理点）システムは世界標準として利用されているが，HACCP単独では機能しないことも  

知られている。HACCPは②，③の管理を行い，①の管理はいわゆる一般的衛生管理が担  

。   

HACCPシステムは製造業のみならず調理場にも適用できるものであり，大量調理マニ  

ュアルにはそのコンセプトが織り込まれている。②，③の管理のポイントは温度および  

時間の管理である。加熱調理は単に食材の中心温度を高くすればよいのではなく，想定  

される食中毒細菌を効果的に殺菌する条件（温度／時間）を決めなければならない。調  

理後喫食までの時間も温度条件と組み合わせる必要がある。①は一般的衛生管理で管理  

せざるを得ないが，どのような作業を管理対象とすべきかについても危害分析によって  

明らかとなることから，調理においてもHACCPシステムは欠かせないものである。   

児童福祉施設においてもHACCPシステムを導入し，調理工程を科学的，合理的に管理  

することにより，安全かつ美味しい食事が提供できるものと考える。食品の温度・時間  

管理および手洗い習慣を始めとする整理・整頓・清掃・清潔といった一般的衛生管理に  

ついて，調理従事者のみならず児童にも理解し実践してもらうことは，将来の公衆衛生  

の向上にも繋がるであろう。  

以上   



保育園の現状  鳩の森愛の詩あすなろ保育園  林 和恵  

＜子どもたちを取り巻く状況＞  

長引く不況の社会情勢に伴い、父母の就労時間が延びている。そのため、子どもたちの  

長時間保育利用が年々増え続け、夕方18：30以降お迎えの子どもたちの軽食利用、19：00  

以降お迎えの子どもたちの夕食利用と、保育園での食事の比重が高くなってきている。ま  

た、登園までの時間、降園後の家庭での親子の時間が少なくなり、連絡ノートからも、あ  

わただしい生活が垣間見られる。特に、食事に関しては、簡単手ごろな中食の利用、朝食  

に関しては、パンはともかくゼリーの記入が出てきたことは、保育園にとっては、はじめ  

ての経験で驚いている。  

＜保育園で大事にしたいこと＞  

1、和食にこだわり、米飯を始め、素材のおいしさを伝えていく  

・有機米、旬の有機野菜  

・薄味、だしのおいしさ  

・よく噛む  

・箸を使う  

・昔から伝わる行事食、伝統食の伝承  

2、ものの成り立ちを知る  

・子どもたちによる野菜の栽培  

・子どもたちによる調理活動  

・味噌づくり  

・よもぎだんご、餃子、ハンバーグ、はとのもりまんじゆう他  

3、なかまと一緒に食べるたのしさを分かち合う  

・食事は、空腹を満たすと共に、心の栄養  

・おいしかったの共感  

・友だちに励まされてピカピカ  

＜課題＞  

保育園のメニューを家庭の食卓へ  

・子どもの「おいしかった！」を大切に  

・手軽にできるメニューの紹介  

1、  

2、子どもたち自ら出来る！食事づくりの経験  

［㌻「 



給食室と保育が共につくる鳩の森の養育  

撃  
社会福祉法人 はとの会  

場の森愛の詩保育園  

鳩の森愛の詩あすなろ保育園  

鳩の森愛の詩瀬谷保育園  

■園の概要  

14年間の無認可時代を経て1999年に認可保育園となり、その後、鳩の森愛の詩あすなろ保育  

園、横浜市の民間移管を受けた鳩の森愛の詩瀬谷保育園と、姉妹園が誕生して3園となりました。  

■鳩の森の給食への思い   

子どもたらが「おいしかった！」と給食室のカウンターごしに話かけてくれます。すると「明日  

はもっとおいしいものをつくろう！」と給食室のみんなに力がぐんぐんわいてきます。  

手作りへのこだわり  

モ誓  
貴べることへの思い   

食べることは爺を育むこと  

食べることは五感を豊かにすること  

食べることは丈夫な休作りの源である   

鳩の森は自園給食をしています。お  

やつもすべて手作りです。作る人が  

わかる“手作り”だから安全でぬく  

もりのある給貪を子どもたちに届  

けられるのだと思っています。  

食材へのこだわり  

給食には無農薬・有機栽培の野菜、  

お米を用いています。時には自分た  

ちが作った野菜も使います。  

α卯而cf8rm咽  

無農薬・無化学肥料栽  

合田農園  

〒㍊ト1258  

ま■鼻っくば市iの靂ワ占－1  

も 亡恥－34‡7一山卯  

h（129一打7ムー407b   



給食はうす味で一汁二葉の和真南犬立が基本です。  

■毎日の積み重ね   

いつも元気いっぱいの鳩の森の子どもたら。4・5歳児になると給養のお手伝い、役割を持ちま  

す。毎日毎日続けていくことを大切にしています。   

保育園では毎日お昼ごはんにぬか漬けを出しています。夏には子どもたらが育て、収穫した胡瓜  

を漬けることもあります。毎日毎日続けていると子どもたらのほうから「ぬか漬け作りたい！！」  

という声が出るようになりました。そうして自分たらでぬか床をもつようになった5歳児の子ども  

たら。夕方、給食室で野菜をもらい当番がぬか床に入れて、翌日のお昼ごはんの時間に自分たらで  

切って食べます。時にはお塩を入れたり、ぬかみそからしを入れたり。失敗してしょっぱいぬか漬  

けができたことも‥・ 。このぬか漬けを通して毎日の積み重ねがおいしさの秘密だと子どもたら  

も身をもって感じたようです。   



■四季をかんじる取り組み   

食材は子どもたちに「吾がきたよ～」「夏だね」と季節を教えてくれます。給食では旬の食材を  

ふんだんに使います。書には蕗の煮物、夏にはとうもろこし。皮むき、筋とりは子どもたちの仕事  

です乃  

＝ 1 遺 
‾‾‾■  

歩道で見つけてきたつく ッキングをします。秋には月  

団子、クリスマスにケーキ、太巻きも作ります。クッキングの日はマイエプロンをつけて大張り切  

りです。   



■行事食の取り組み  

鳩の森では1年のなかでたくさんの行事食があります。どの行事食をとっても給食室だけでなく、  

子どもたちの心に残るように保育と協力して1日まるごと楽しめるようにしています。  

このように鳩の森ではたくさんの食育活動をしています。行事寅やクッキンクはもらろん毎日の中  

で子どもたらに食べるよろこび、楽しみを伝えていくために、給食室と保育室がいつも同じ目線を  

持ら、手を取り合ってひとつひとつの活動に取り組んでいます。   



児童養護施設における食事の提供及び栄養管理に関する現状と課題  

聖フランシスコ子供寮  

釘 宮 示豊 子  

Ⅰ 《 児童養護施設の現状）  

① さまざまな形態  

大舎、小舎、ユニット、グループホーム  

国の動向・・小規模化  

② 食事提供に対してのプラス面、マイナス面  

大舎（プラス） 栄養、調理面で差がなく管理出来る  

職員の配置面で助かる  

行事等を行うことが出来る  

小舎 （プラス）食事作りを体験（臭い、音、作っているところを見て  

憶えるなど）経験を日常生活を通して知ことが出来  

る。（火加減を見て置いて等）自立に向けても必要な  

こと。  

個別の要求に応えることが出来る。   

（マイナス）人によって調理に差がでる。管理しにくい。  

Ⅱ 《 食  育）   

① 食生活は人格形成とかかわりがある。   

① 小さい時に憶えた味は、生涯追い求める   

② 添加物の入ったものは最小限度にする   

③ 冷凍食品もなるべく使用しないようにする   

④ インスタントのものはなるべく避ける。   

⑤ 薄味を心掛ける   

⑥ 食材を選ぶようにする  

Ⅲ 《 これからの課題  》   

① 全体からどれだけ個別化出来るか。（わたしだけ）をどのように生かし  

ていけるか？   

② 〈 おふくろの味 〉 をどう定着させることが出来るか？   



壁矧莞Ⅸ  

『児童福祉施設における食事の提供及び栄養管理に関する現状と課題等について』  

社団法人日本栄養士会全国福祉栄養士協議会  

協議会長 政安 静子   

児童福祉施設の中で、管理栄養士・栄養士が関わって食事を提供している主な施設  

としては、乳児院、保育所、児童養護施設、障害児施設等が挙げられる。現在、全国  

福祉栄養士協議会で取り組んでいる施設を中心に現状と課題について述べる。  

1． 保育所における現状と課題   

保育所においては保育所保育指針を受けて年間食育計画を基本として食事の提供及  

び栄養管理を遂行していると思われるが、管理栄養士・栄養士の配置、未配置により  

その内容には大きな差が生じてきている。   

管理栄養士・栄養士が配置されている保育所では、子どもの発達・発育段階に応じ  

た食育を展開するために、個々のニーズに対応した食事の提供及び栄養管理が重要で  

あることから、子ども一人一人の心身状況、食環境をも含む生活環境等をアセスメン  

トし、計画、実施、評価というPDCAサイクルによる業務が遂行されている。特に、  

体調不良の子どもや病気回復期の子ども、食物アレルギーや何らかの障害のある子ど  

も等に対する食事の配慮は、一人一人の心身状態に応じて医師、看護師、保育士、保  

護者等と連携の下にその対応を図っている。ただし、実際の食事提供の場では、個々  

のアセスメントを行っているものの献立計画においては一元管理をしているところも  

あり、十分な対応が図られていない面もある。これらのことを推進するため、当協議  

会は18年度より「食育」を基本としたプログラムによる研修会に取り組んでおり、  

その実践・効果の検証を行っている。   

そのような中で、①朝食欠食児童、長期時間保育児童への対応などの問題も生じて  

おり、食支援のニーズが多様化している。②食に対する不安を抱えている保護者も増  

えている。③食体験という視点から調理保育への取り組みがなされていることから、  

衛生面を配慮した安全・安心な食事の提供は当然なことであるが、食中毒予防を始め  

とする衛生に関する正しい知識の啓蒙と普及が必要となってきている。 などの課題が  

ある。   

これらのことから、個々の心身状況やニーズに応じた食事の提供及び栄養管理や衛  

生面を十分に配慮した食事の提供及び調理保育に対応したマニュアルが必要となって  

きている。  

2．児童養護施設における現状と課題   

平成20年度に実施した「児童養護施設における食生活に関する実態調査」（有効回   



答率63．8％）の結果、入所前の食生活の把握（40．6％）、身体状況の把握においては  

健康診断（58％）、身体計測（67．2％）という状況であった。これらの情報の活用とし  

ては、給与栄養目標量の作成及び検討（73．1％）、個別食事支援計画作成（32．5％）、  

自立支援計画に食事に関する内容が含まれている（42．3％）、食育計画を作成している  

（27．7％）であった。また、食事に配慮が必要な児童が入所している施設は61．3％で  

あり、食物アレルギー（78．5％）、偏食（23．3％）であった。   

なお、衛生管理に関するマニュアルを作成している施設は、給食室用が73．4％、給  

食室以外用が15．1％であった。   

平成20年10月に報告された厚生労働省の社会的養護施設に関する実態調査の中間  

報告によると16～18歳の児童の施設退所理由が、就職（自活）に伴う独立が59．3％  

であり、今回の調査回答施設において高校生わ自立に向けた食育を実施していた施設  

は67．6％であった。入所児童の多くは日常生活を集団で営んでいることが多く、施設  

退所後、ひとり暮らしの生活になることや生活環境の変化が著しいことから、今回の  

調査結果を踏まえて、「児童養護施設における『食生活の自立支援マニュアル』（試作  

版）」と「高校生のための『自立支援に向けた食育プログラム』（試作版）」を作成した。   

そのマニュアルを活用して、平成21年8月に研修会を開催し、アセスメント、食  

育計画、実施、評価という栄養管理の手法とモデル事業を実施した施設の管理栄養十  

から高校生を対象とした自立支援に向けた食育プログラムの実践報告をおこなった。  

今後、全国研修会・専門研修会等を通して啓発・普及活動を行い、実践及びその手法  

の検証を行いたい。  

3．障害児施設における現状と課題   

平成20年度障害者保健福祉推進事業等（障害者自立支援調査研究プロジェクト）  

において実施した「地域で生活する障害児（者）の食生活・栄養支援に関する調査研  

究事業」の結果、通園施設等を利用している児童の原疾患は自閉症児（自閉症傾向を  

含む）の割合が5割以上と最も多く、次いで精神遅滞であった。身体状況では、「太っ  

ている」より「やせている」割合が高く、「よくかまないものは」児は肥満傾向であり、  

「便秘がある」と回答した児は、「やせている」ことなどがわかったが、障害児入所施  

設における実態調査等を実施していないことから障害児全体の傾向を示したものでは  

ない。   

なお、保護者から食生活や食行動に関する問題点（困っていること）が多く挙げら  

れたことは、障害児の特有な個性や育ちを考慮した食生活・栄養支援が必要であるこ  

とが示唆された。   

また、障害児施設においては障害児の育ちを支援する観点から栄養状態や摂食・嚇  

下機能に着目した栄養管理を行っており、障害児施設から通学している特別支援学校  

においても同様の栄養管理が行われている。しかし、施設と学校との情報が共有化さ   



れていないことが多く、それぞれが独自の考え方に基づいて栄養ケアを行っているこ  

とから、障害児施設と特別支援学校との連携モデル事業を実施し、それぞれのニーズ  

調査結果を踏まえ、連携するための「食生活・栄養サマリー」（試作版）を作成した。   

平成21年4月から導入された栄養ケア・マネジメントの手法による栄養管理が実  

施されていることであるが、その実態はまだ明らかにされていない。   

今後は、まず、障害児施設における栄養ケア・マネジメントの導入を推進すること。  

その技法を習得できる研修会を実施すること。そして、「食生活・栄養サマリー」を活  

用して特別支援学校との連携を図り、食生活・栄養支援が円滑に行うことが必要とな  

る。それには、多職種協働による栄養ケアの必要性を他の職種の方々に理解していた  

だくことから始め、障害児が健やかで明るい活動的な生活や自己実現に向けて、質の  

高い食生活・栄養士支援体制の充実を図ることであると考える。   



雇児発第0329006号  

障発第0329002 号  

平成17年3月29日  

都道府県知事  

指定都市市長  

中核市市長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

厚生労働省社会・援護局  

障害保健福祉部長  

児童福祉施設における給食業務に関する援助及び指導について   

児童福祉施設における給食の運営に当たっては、「第6次改定日本人の栄養  

所要量一食事摂取基準－」に基づき作成された「児童福祉施設における年齢別  

・性別栄養所要量」を参考に実施されているところである。   

今般、日本人の栄養所要量が改定され、平成17年度から21年度までの5  

年間に使用する「日本人の食事摂取基準（2005年版）」について平成17年4  

月から適用することとされた（平成16年12月28日健発第1228001号厚生  

労働省健康局長通知）ので、児童福祉施設における給食業務に関する援助及び  

指導については、同年4月1日以降、下記の事項に留意の上、貴管内児童福祉  

施設への対応方よろしく御配意願いたい。   

なお、平成12年1月19日児発第27号厚生省大臣官房障害保健福祉部長  

・児童家庭局長連名通知「児童福祉施設における給食業務の指導について」は  

平成17年3月31日をもって廃止する。  

記   

1 給食業務に関する援助及び指導に係る留意事項について  

（1）児童福祉施設の給食業務の援助及び指導に当たっては、児童福祉施設の   

所管部（局）が主体となり、栄養改善及び衛生管理等に関し、衛生主管部   

（局）と連携を図り、必要に応じて保健所の助言を得ながら実施すること。  

（2）子どもの特性に応じて提供することが適当なエネルギー及び栄養素の量   



（以下「給与栄養量」という。）が確保できる給食の運営について、必要  

な援助及び指導を行うこと。  

（3）給食の運営に当たっては、子どもの発育・発達状況、栄養状態、生活状  

況等について把握し、提供する食事の量と質についての計画（以下「食  

事計画」という。）を立てるとともに、摂食機能や食行動の発達を促すよ  

う食品や調理方法に配慮した献立作成を行い、それに基づき食事の提供  

が行われるよう、援助及び指導を行うこと。  

（4）給食の適正な運営のため、定期的に施設長を含む関係職員による情報の  

共有を図るとともに、常に施設全体で、食事計画・評価を通して給食運  

営の改善に努めるよう、援助及び指導を行うこと。  

（5）施設職員特に施設長等に対して、給食業務の重要性についての認識の向  

上を図るとともに、給食関係職員に対しては、適時、講習会、研究会等  

により知識及び技能の向上を図るよう、援助及び指導を行うこと。  

（6）適切な食事のとり方や望ましい食習慣の定着、食を通じた豊かな人間性  

の育成等、心身の健全育成を図る観点から、給食やその他の活動を通し  

て「食育」の実践に努めるよう、援助及び指導を行うこと。   

2 児童福祉施設における給食の運営に係る留意事項について  

（1）入所施設における給与栄養量の目標については、別添のとおり平成17   

年度から適用される「食事摂取基準」によることとするので参考とされた   

いこと。なお、通所施設において昼食など1日のうち特定の食事を提供す   

る場合には、対象となる子どもの生活状況や1日全体の食事に占める特定   

の食事から摂取されることが適当とされる給与栄養量の割合を勘案するこ   

と。  

（2）食事計画を目的として「食事摂取基準」を活用する場合には、施設や子   

どもの特性に応じた適切な活用を図ること。障害や疾患を有するため身体   

状況や生活状況等が個人によって著しく異なる場合には、一律に適用する   

ことが困難であることから、個々人の発育・発達状況、栄養状態、生活状   

況等に基づき給与栄養量の目標を設定し、食事計画を立てること。なお、   

児童福祉施設における「食事摂取基準」を活用した食事計画については、   

別途送付するので、参考とされたい。  

（3）食事計画の実施に当たっては、子どもの発育・発達状況、栄養状態、生   

活状況等について把握・評価を行うとともに、計画どおりに調理及び提供   

が行われたか評価を行い、これらの評価に基づき、食事計画の改善を図る   

こと。  

（4）日々提供される食事について、食事内容や食事環境に十分配慮するとと   

もに、子どもや保護者等に対する献立の提示等食に関する情報提供や、食   

事づくり等食に関する体験の機会の提供等、「食育」の実践に努めること。  

（5）給食の運営が衛生的かつ安全に行われるよう、食中毒や感染症の発生防   

止に努めること。  

‖ 
さ1   



別添  

表1エネルギーの食事摂取基準：推定エネルギー必要量（kcal／日）   

性別   男性  女性  

Ⅱ   Ⅲ   Ⅱ   Ⅲ   

0～5（月）母乳栄養児  600  550  

人工乳栄養児  650  600  

6－11（月）  700  650  
1～2（歳）  1．050  950  

3～5（歳）  1．400  1．250  
6～7（歳）  1，650  1，450  
8～9（歳）  1，950  2，200  1．800  2．000   

10～11（歳）  2，300  2，550  2，150  2，400   

12～14（歳）   2．350   2，650  2．950   2，050   2，300  2，600   
15～17（歳）   2．350   2，750  3，150   1，900   2．200  2．550   
18（～29）（歳）   2，300   2，650  3，050   1．750   2．050  2．350   

18－11歳の身体活動レベルⅢは、部活動■クラブ等でスポーツを行っていて身体活動レベルが高い場合。   

身体活動レベルⅠ～Ⅱについては、参考1及び2を参照する。  

（参考1）各身体活動レベルの活動内容  

身体活動レベル1  低い（Ⅰ）   ふつう（Il）   高い（ⅠⅠⅠ）  

1．50   1，75   2．00  

（1．40～1．60）   （1．60～1．90）   （1．90～2．20）   

日常生活の内容  生活の大部分が座  座位中心の仕事だ  移動や立位の多い仕  

位で」浄的な活動  が、職湯内での移  事への従事者。ある  

が中心の場合   動や立位での作業・  

接客等、あるいは通  

勤・買物・家事、軽  

いスポーツ等のい  

ずれかを含む場合   

個  8   7～8   7  

々   
の  

13～14   11～12   10  

括   

勒 の  

分 類  1～2   3   3′－4  

蒔  

問 凶  

日   2   3  

動・労働など中強度の  

活動（普通歩行を含  

む）  

（4．5：3．0～5．9）   

頻繁に休みが必要な  0   0   0～1   

運動・労働など高強度  

の活動  

（7．0：6．0以上）  

1代表値。（）内はおよその範囲。  

2（）内は、aCtivityfictor（Af：各身体活動における単位時間当たりの強度を示す値。基礎代謝   

の倍数で表す）（代表値：下限～上限）。   



（参考2）身体活動の分類例  

身体活動の分類  身体活動の例   

（AFの範周）  

睦p民（1．0）   睡眠   

座位または立位の静的な活  横になる。ゆったり座る（本などを読む、書く、テレビなどを見   

動   る）。談話（立位）。料理。食事。身の回り（身支度、洗面、便   

（1，1～1．9）   所）。裁縫（縫い、ミシンかけ）。趣味・娯楽（生花、茶の湯、麻  

雀、楽器演奏など）。車の運転。机上事務（記帳、ワープロ、OA  

機器などの使用）。   

ゆっくりした歩行や家事など  電車やバス等の乗物の中で立つ。実物や散歩等でゆっくり歩く   

低強度の活動  （45m／分）。洗濯（電気洗濯機）。掃除（電気掃除機）。   

（乙0～2．9）  

長時間持続可能な運動・労  家庭菜園作業。ゲートボール。普通歩行（71m／分）。入浴。自転   

働など中強度の活動（普通歩  車（ふつうの速さ）。子どもを背負って歩く。キャッチボール。ゴル   

行を含む）   フ。ダンス（軽い）。ハイキング（平地）。階段の昇り降り。布団の   

（3．0～5．9）   上げ下ろし。普通歩行（95m／分）。体換（ラジオ・テレビ体換程  

度）。   

頻繁に休みが必要な運動・労  筋力トレーニング。エアロビツクダンス（清発な）。ボートこぎ。ジョ   

働など高強度の活動   ギング（120m／分）。テニス。バドミントン。バレーボール。スキー。   

（6．0以上）   バスケットボール。サッカー。スケート。ジョギング（160m／分）。水  

泳。ランニング（200m／分）。   

1Activityfictor（A鋸ま、沼尻の報告に示されたエネルギー代謝率（relativemetabolicrate）   

から、以下のように求めた。   

Af＝エネルギー代謝率＋1．2   

いずれの身体活動でも活動実施中における平均値に基づき、休憩・中断中は除く。  
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表2 たんばく質の食事摂取基準  

男性  女性  
推定平均  推定平均  
必要王（g／  推奨王（g／  目安王（g／   必要1（g／  推奨王（g／  目安王（g／  

日〉   日）   日）   日）   日）   日）   

0～5（月）   母乳栄養児  10  10   
人工乳栄養児  15  15   

6～11（月） 母乳栄養児  15  15   
人工乳栄養児  20  20   

1～2（歳）   15   20  15   20  
3～5（歳）   20   25  20   25  
6～7（歳）   30   35  25   30  
8～9（歳）   30   40  30   40  
10～11（歳）   40   50  40   50  
12－14（歳）   50   60  45   55  
15～17（歳）   50   65  40   50  
18（～29）（歳）   50   60  40   50  

18（～29）歳では、目棟量（上限）は、たんばく貫エネルギー比率（％）として、20未満と策定。  

表3 総脂質の食事摂取基準  
（総脂質の総エネルギーに占める割合（脂肪エネルギー比率）；％エネルギー）  

性別   男性  女性  

目安量   目標量   目安量   目標量   
0～5（月）   50  50 ，  

6～11（月）   40  40  

1～2（歳）  20以上30未満  20以上30未満   
3～5（歳）  20以上30未満  20以上30未満   
6～7（歳）  20以上30未満  20以上30未満   
8～9（歳）  20以上30未満  20以上30未満   
10～11（歳）  20以上30未満  20以上30未満   
12－14（歳）  20以上30未満  20以上30未満   
15～17（歳）  20以上30未満  20以上30未満   

18（～29）（歳）  20以上30未満  20以上30未満   

表4 ビタミンAの食事摂取基準（〃gRE／日）  

性別   男性  女性   

年齢   
推定平均  推定平均  

・三●  推奨王1  目安土1  上限圭2   必要主1  推奨量1  目安王1  上限王2   

0～5（月）  250   600  250   600   

6－11（月）  350   600  350   600   
1～2（歳）   200   250  600   150   250  600   

3～5（歳）   200   300  750   200   300  750   
6～7（歳）   300   400  1，000  250   350  1．000   

8～9（歳）   350   450  1，250  300   400  1．250   
10～11（歳）   400   550  1．550  350   500  1．550   
12～14（歳）   500   700  2，220  400   550  2．220   
15～17（歳）   500   700  2，550  400   600  2，550   
18（～29）（歳）  550   750  3，000  400   600  3，000   

RE＝レテノール当主。  

1〃gRE＝1〃gレテノール＝12JJgβ一カロチン＝24〃gα一カロチン＝之4〟gβ－クリプトキサンテン。  

－プロビタミンカロテノイドを含む。  

2プロビタミン・カロテノイドを含まない。   



表5ビタミンB，の食事摂取基準（mg／日）1  

性別   男性  女性   

年齢   
推定平均  推定平均  
必要量  推奨土  目安量   必要王  推奨量  目安圭   

0～5（月）  0．1  0．1   

6～11（月）  0．3  0．3   
1～2（歳）   0．4   0．5  0．4   0．5  

3～5（歳）   0．6   0．7  0．6   0．7  
6～7（歳）   0．7   0．9  0．7   0．8  
8～9（歳）   0．9   1．1  0．8   1．0  
10～11（歳）   1．0   1．2  1．0   1．2  
12～14（歳）   1．2   1．4  1．0   1．2  
15－17（歳）   1．2   1．5  1．0   1．2  
18（～29）（歳）  1．2   1．4  0．9   1．1  

1 

身体活動レベルⅡの推定エネルギー必要王を用いて算定した。  

表6ビタミンB2の食事摂取基準（mg／日）1  

性別   男性  女性   

年齢   
推定平均  推定平均  
必要土  推奨t  目安土   必要土  推奨量  目安土   

0～5（月）  0．3  0．3   
6～11（月）  0．4  0．4   
1～2（歳）   0，5   0．6  0．4   0．5  
3・・′5（歳）   0．7   0．8  0．6  0．8  

6～7（歳）   0．8   1．0  0．7   0．9  
8～9（歳）   1．0   1．2  0．9   1．1  
10～11（歳）   1．2   1．4  1．1   1．3  
12～14（歳）   1．3   1．6  1．2   1．4  
15～17（歳）   1．4   1．7  1．1   1．3  
18（～29）（歳）  1，3   1．6  1．0   1．2  

1 
身体活動レベルⅡの推定エネルギー必要王を用いて算定した。  

表7 ビタミンCの食事摂取基準（mg／日）  

性別   男性  女性   

年齢   
推定平均  推定平均  
必要t  推奨暮  目安王   必要圭  推奨圭  目安王   

0～5（月）  40  40   

6～11（月）  40  40   

1～2（歳）   35   40  35   40  

3～5（歳）   40   45  40   45  

6～7（歳）   50   60  50   60  

8－9（歳）   55   70  55   70  

10～11（歳）   70   80  70   80  

12～14（歳）   85   100  85   100  

15－17（歳）   85   100  85   100  

18（～29）（歳）  85   100  85   100  

肌 ‾‾ 1‘1   



表8 カルシウムの食事摂取基準（mg／日）  

性別   男性  女性   

年齢   目安量  目標王  上限量1  目安量  目標量  上限呈1   

0～5（月） 母乳栄養児   200  200  

人工乳栄養児  300  300  

6－11（月）母乳栄養児   250  250  
人工乳栄養児  400  400  

1～2（歳）   450   450  400   400  

3－5（歳）   600   550  550   550  

6～7（歳）   60000 600  650   600  

8～9（歳）   700   700  800   700  

10～11（歳）   950   800  950   800  

12～14（歳）   1，000  900  850   750  

15～17（歳）   1，100  850  850   650  

18（～29）（歳）   900   650  2．300  700   600  2，300   

1上限量は十分な研究報告がないため、17鼓以下では定めない。しかし、これは、多士摂取を勧めるもの  
でも、多1摂取の安全性を保陣するものでもない。  

表9鉄の食事摂取基準（mg／日）1  

性別   男性  
推定平  

女性   

年齢  
月経なし  

均必要   推奨壬  目安暮  上限土  
月経あり  

王  
推定平  目安圭  上限量  

均必要  推奨t   均必要  推奨量   

0～5（月）母乳栄養児  0．4  0，4  

人工乳栄養I  7．7  77   

6～11（月）   4．5  6．0  4．0  5．5  
1～2（歳）   4．0  5．5  25  3．5  5．0  20   
3・－5   3．5  5．0  25  3．5  50  25   
6～7（歳）   5．0  6．5  30  4．5  6．0  30   
8一〉9（歳）   6．5  9．0  35  6．0  8．5  35   
10・・′11   7．5  10．0    35  6．5  90  95  130  35   
12～14（歳）   8．5  11．5  50  6．5  9．0  9．5  13．5  45   

15～17（歳）   9．0  10．5  45  6．0  7．5  9．0  11．0  40   
18 一〉29   6．5  7．5  50  5．5  65  90  105  40   

1過多月蛙（月種出血圭が80mL／回以上）の者を除外して策定した。   

表10ナトリウムの食事摂取基準（mg／日、（）は食塩相当量［g／日コ）  

性別   男性  女性   

年齢   推定平均必要王  目安王   目標11  推定平均必要王  目安1   目椋圭1   

0～5（月）  100（0．25）  100（0．25）  

6～11（月）  600（1．5）  600（1．5）  

1～2（歳）  （4未満）  （3未満）   

3～5（歳）  （5未満）  （5未満）   

6～7（歳）  （6未満）  

8～9（歳）  

（6未満）  

（7未満）  （7未満）   

10～11（歳）  （9未満）  （8未満）   

12～14（歳）  （10未満）  （8未満）   

15～17（歳）  （10未満）  （8未満）   

18（～29）（歳）  600（1．5）  
1 

（10未満）   600（1．5）  （8未満）   

エネルギー摂取量の測定が可能な場合は、1歳以上（男女）で4．5g／1．000kGd未軋  

ただし、12～17歳（男性）は例外で、4g／1．00Okca】未満とする。  

表11食物繊維の食事摂取基準（g／日）  

男性  女性   

年齢   目安量   目標量   目安量   目標量   

0－17（歳）  

18（－29）（歳）   27   20   21   17  



（参考）  

「日本人の食事摂取基準」について  

1 食事摂取基準とは  

食事摂取基準は、健康な個人または集団を対象として、国民の健康の維持・   

増進、エネルギー・栄養素欠乏症の予防、生活習慣病の予防、過剰摂取によ   

る健康障害の予防を目的とし、エネルギー及び各栄養素の摂取量の基準を示   

すものである。  

使用期間は、2005年4月（平成1了年度）から2010年3月（平成21年度）   

までの5年間である。  

2．設定指標について  

食事摂取基準として、下記のとおり、エネルギーについては1種類一栄養   

素については5種類の指標が設定されている。  

【エネルギー】  

● 推定エネルギー必要量  

エネルギーの不足のリスク及び過剰のリスクの両者が最も小さ＜なる摂取量  

【栄養素】   

健康の維持・増進と欠乏症予防のために、「推定平均必要量」と「推奨量」の2つの値  

を設定した。しかし、この2指標を設定することができない栄養素については、「目安量」  

を設定した。また、生活習慣病の1次予防を専ら日的として食事摂取基準を設定する必  

要のある栄養素については、「目標量」を設定した。過剰摂取による健康障害を未然に防  

ぐことを目的として「上限量」を設定した。  

● 推定平均必要量   

特定の集団を対象として測定された必要量から、性・年齢階級別に日本人の必要量の   

平均値を推定した。当該性・年齢階級に属する人々の50％が必要量を満たすと推定さ   

れる1日の摂取量である。  

● 推奨豊  

ある性・年齢階級別に属する人々のほとんど（97～98％）が1日の必要量を満たす   

と推定される1日の摂取量である。原則として「推定平均必要量＋標準偏差の2惜（2   

SD）」とした。  

● 目安量   

推定平均必要量・推奨量を算定するのに十分な科学的根拠が得られない場合に、ある   

性・年齢階級別に属する人々が、良好な栄養状態を維持するのに十分な量である。  

● 目標壬  

生活習慣病の一次予防のために現在の日本人が当面の目標とすべき摂取量（または、   

その範囲）である。  

● 上限量  

ある性・年齢階級別に属するほとんどすべての人々が、過剰摂取による健康障害を  

起こすことのない栄養素摂取量の最大限の量である。   

■’㌻こ   



3 策定栄養素等について   

策定された栄養素等は、下記のとおりである。  

エネルギー、たんば＜質、脂質（総脂質、飽和脂肪酸、∩－6系脂肪酸、∩－3系脂肪  

酸、コレステロール）、炭水化物、食物繊維、  

水溶性ビタミン：ビタミンBl、ビタミンB2、ナイアシン、ビタミンB6、葉酸、  

ビタミンB12、ビオチン、パントテン酸、ビタミンC  

脂溶性ビタミン：ビタミンA、ビタミンE、ビタミンD、ビタミンK  

ミネラル：マグネシウム、カルシウム、リン、鉄  

微量元素：クロム、モリブデン、マンガン、鋼、亜鉛、セレン、ヨウ素  

電解質：ナトリウム、カリウム  

4 基本的な活用方法について   

食事摂取基準の用途は、「摂取量を評価（アセスメント）するため」（表1）  

と、「栄養計画（プランニング：栄養指導計画、給食計画等を含む）を立案す  

るため」（表2）の2つに大別される。  

5 使用にあたっての留意点について   

1）食事摂取基準を適用する対象は、主に健康な個人、ならびに、健康人  

を中心と1して構成されている集団とする。ただし、何らかの軽度な疾患  

（例えば、高血圧、高脂血症、高血糖）を有していても日常生活を営み、  

当該疾患に特有の食事指導、食事療法、食事制限が適用されたり、推奨  

されたりしていない者を含むこととする。  

2）食事摂取基準として用いられている単位は「1日当たり」であるが、  

これは習慣的な摂取量を1日当たりに換算したものである。  

3）栄養指導、給食計画等に活用する際、基本的には、エネルギー、脂質、  

たんばく質、ビタミンA、ビタミンB．、ビタミンB2、ビタミンC、カ  

ルシウム、鉄、ナトリウム（食塩）、食物繊維について考慮するのが望ま  

しい。  

4）推奨量、目安量、巳棲量については、日常の食生活において、通常の  

食品によって′くランスのとれた食事をとることにより満たすことが基本  

である。  

5）上限量については、通常の食品による食事で一時的にこの量を超えた  

からといって健康障害がもたらされるものではない。   



表1栄養素摂取量の評価（アセスメント）を目的として食事摂取基準を用いる場合の  

概念（エネルギーは除く）l‾3  

個人を対象とする場合   集団を対象とする蓼合   

推定平均  習慣的な摂取量が推定平均必要量以  習慣的な摂取量が推定平均必要量以下   

必要量   下の者は不足している確率が50％以  の者の割合は不足者の割合とほぼ一致す   

（EAR）   上であり、習慣的な摂取量が推定平均  

必要量より低くなるにつれて不足して  

いる確率が高くなっていく。   

推奨量   習慣的な摂取量が推定平均必要量以  用いない。   

（RDA）   上となり推奨主に近づくにつれて不足  

している確率は低くなり、推奨主になれ  

ば、不足している確率は低い（2．5％）。   

目安量   習慣的な摂取量が目安量以上の者  集団における摂取量の中央値が目安量以   

（AI）   は、不足している確率は非常に低い。  上の蕩合は不足者の割合は少ない。摂取  

皇の中央値が目安量未満の場合には判  

断できない。   

目標量   習條的な摂取量が目標量に達してい  目標量に達していない者の割合、あるい   

（DG）4   るか、示された範囲内にあれば、当該  は、示された範囲外にある者の割合は、当  

生活習慣病のリスク6は低い。   該生活習慣病のリスクもが高い者の割合と  

一致する。   

上限圭   習債的な摂取量が上限丑以上になり、  習慣的な摂取量が上限主を上回っている   

（UL）5   高くなるにつれて、過剰摂取に由来す  者の割合は、過剰摂取による健康障害の  

る健康障害のリスク6が高くなる。   リスク8をもっている者の割合と一致する。   

l手荒取土に基づいた評価（アセスメント）はスクリーニング的な意味をもっている。其の栄養状態を把握するためには、   

臨床情報、生化学的湘定借、身体計測値が必要である。  

2閉査法や対象者によって1星度は異なるが、エネルギーでは5～15％程度の過小申告が生じやすいことが欧米の   

研究で痕昔されている。日本人でも集団平均値として8％程度の過′ト申告が存在することが報告されている9。ま   

た、特に、肥満者で過小申告の便向が強いが叫、その土的関係は明らかではない。栄養素についてもエネルギ   

ーと類似の申告誤差の存在が推定されるが詳細は明らかではない。  

ユ習慣的な摂取土をできるだけ正しく推定することが望まれる。  

1栄養素摂取量と生活習慣病のリスクは、連続的であるので、注意して用いるべきである。「リスクが高い」「リスクが   

低い」とは、相対的な概念である．  

S上限量が設定されていない栄養素が存在する。これは、数値を決定するための科学的根拠が十分に存在してい   

ないことを示すものであって、多iに摂取しても健康障害が発生しないことを保障するものではない。  

Iここでいう「リスク」とは、生活習慣病や過剰横臥こよって健康障害が発生する確率のことを指している．  

■ 、「エ～   



表2 栄養計画を目的として、栄養素に関する食事摂取基準を用いる場合の概念（エネルギーは  

除く）1  

個人を対象とする場合   集団を対象とする場合   

推定平均  用いない。   習慣的な摂取量が推定平均必要量以下   

必要量  である者の割合を2．5％以下にすることを   

（EAR）  めざす。   

推奨圭   習慣的な摂取量が推定平均必要量以  用いない。   

（RDA）   下の者は推奨量をめざす。   

目安量   習慣的な摂取量を目安量に近づける  集団における摂取量の中央値が目安量に   

（AI）   ことをめざす。   なることをめざす。   

目標量   習慣的な摂取量を目標量に近づける  習慣的な摂取量が目標量に達していない   

（DG）2   か、または、示された範囲内に入るよう  か、示された範囲外にある者の割合を減ら  

にめざす。   す。   

上限量   習慣的な摂取量を上限量未満にす   習慣的な摂取量が上限量以上の者の割   

（UL）3   る。   合をゼロ（0）にする。   

l栄養アセスメント（食事摂取量のみならず、生化学的指標、身件計測値など）に基づいて、対象に応じた計画を立   

案し、実施することが重要である。数値は実現しなければならないものではない。なお、計画立案の基になる栄養   

摂取土評価（アセスメンいはスクリーニング的な意味をもっている．其の栄養状態を把握するためには、臨床情報、   

生化学的測定値、身体計測値が必要である。  

2栄養素摂取土と生活習慣病のリスクは、連続的であるので、注意して用いるぺきである。rリスクが高い」rリスクが   

低い」とは、相対的な概念である。ここでいう「リスク」とは、生活習慣病や過剰摂利こよって健康障害が発生する   

確率のことを指している．  

3上限量が設定されていない栄養素が存在する。これは、数値を決定するための科学的根拠が十分に存在してい   

ないことを示すものであって、多量に摂取しても健康障害が発生しないことを保障するものではない。   



一参考資料2  

雇児母発第0329001号  

平成17年3月29日  

民生主管部（局）長 殿  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局  

母 子 保 健 課 長  

児童福祉施設における「食事摂取基準」を活用した食事計画について   

「日本人の食事摂取基準（2005年版）」が平成17年4月から適用されるこ  

とに伴い、平成17年3月29日雇児発第0329006号・障発第0329002号厚生  

労働省雇用均等・児童家庭局長・社会・援護局障害保健福祉部長連名通知「児  

童福祉施設における給食業務に関する援助及び指導について」を通知したとこ  

ろであるが、児童福祉施設における給食業務の基本となる食事計画について、  

下記の事項に留意の上、効果的に実施されるよう、貴管内児童福祉施設への周  

知方よろしく御配意願いたい。   

なお、平成12年1月19日児母発第1号本職通知「児童福祉施設給食の栄  

養給与目標の取扱いについて」は平成17年3月31日をもって廃止する。  

記   

1児童福祉施設における「食事摂取基準」を活用した食事計画の基本的考え   

方   

（1）「食事摂取基準」は、エネルギーについて「推定エネルギー必要量」、栄   

養素について「推定平均必要量」「推奨量」「目安量」「目標量」「上限量」   

といった複数の設定指標により構成されていることから、各栄養素及び指   

標の特徴を十分理解して活用すること。   



（2）「食事摂取基準」は、健康な個人及び健康な個人を中心として構成され   

ている集団を対象とし、性・年齢区分における平均的な身長、体重を基準   

として数値を設定したものである。よって、児童福祉施設においても、障   

害や疾患を有するため身体状況や生活状況等が個人によって著しく異なる   

場合には、一律の適用が困難であることから、個々人の発育・発達状況、   

栄養状態、生活状況等に基づいた食事計画を立てること。  

（3）子どもの健康状態及び栄養状態の特徴に応じて、必要な栄養素について   

考慮すること。子どもの健康状態及び栄養状態に特に問題がないと判断さ   
れる場合であっても、基本的にエネルギー、脂質、たんばく質、ビタミン   

A、ビタミンB．、ビタミンB2、ビタミンC、カルシウム、鉄、ナトリウ   

ム（食塩）、食物繊維について考慮するのが望ましい。  

（4）食事計画を目的として「食事摂取基準」を活用する場合には、表1を参   

考とし、個人を対象とすることを基本に、個人の習慣的な摂取量を目安量   

又は目標量に近づけるか、もしくは示された範囲内に収めることを目指す   

こと。その際、管理栄養士等による適切な活用を図ること。   

2 児童福祉施設における「食事摂取基準」を活用した食事計画の策定に当た   

っての留意点  

（1）子どもの性、年齢、栄養状態、生活状況等を把握・評価し、提供するこ  

とが適当なエネルギー及び栄養素の量（以下「給与栄養量」という。）の  

目標を設定するよう努めること。なお、給与栄養量の目標は、子どもの  

栄養状態等の状況を踏まえ、定期的に見直すように努めること。また、  

子どもの性、年齢、身体活動レベルに応じて、年齢階級等の別に給与栄  

養量の目標を設定しても差し支えないこと。  

（2）身体活動レベルについては、年齢階級によってその区分が異なり、7歳  

までは区分がなく、8～11歳で2区分、12歳以降は成人と同じ3区  

分とされているので、各身体活動レベルの活動内容を参照に判断するこ  

と。  

（3）エネルギー摂取量の計画に当たっては、健全な発育・発達を促すのに必   

要なエネルギー量を摂取することが基本となることから、定期的に身長  

及び体重を計測し、成長曲線（図1及び図2）に照らし合わせるなど、  

観察・評価を行うこと。  

（4）脂質については、量（脂肪エネルギー比率）とともに、質（n－6系脂肪  

酸、n－3系脂肪酸）にも配慮するのが望ましいこと。  

（5）たんばく質、炭水化物の総エネルギーに占める割合については、平成14  

年国民栄養調査結果の年齢階級別摂取量の分布及び他の栄養素の必要量  

を確保できる食事構成を参考に、たんばく質については10％以上20％   



未満、炭水化物については50％以上70％未満の範囲内を目安とするこ  

と。  

（6）給与栄養量が確保できるように、献立作成を行うこと。  

（7）1日のうち特定の食事（例えば昼食）を提供する場合は、対象となる子  

どもの生活状況や1日全体の食事に占める特定の食事から摂取すること  

が適当とされる給与栄養量の割合を勘案し、その目標を設定するよう努  

めること。生活状況等に特段配慮すべき問題がない場合には、昼食につ  

いては、1日全体の概ね1／3を目安とし、おやつについては、発育・発達  

状況や生活状況等に応じて1日全体の10～20％程度の量を目安とする  

こと。  

（8）献立作成に当たっては、季節感や地域性等を考慮し、品質が良く、幅広  

い種類の食品を取り入れるように努めること。また、子どもの岨囁や礁  

下機能、食具使用の発達状況等を観察し、その発達を促すことができる  

よう、食品の種類や調理方法に配慮するとともに、子どもの食に関する  

噂好や体験が広がりかつ深まるよう、多様な食品や料理の組み合わせに  

も配慮すること。   

3 児童福祉施設における食事計画の実施上の留意点  

（1）子どもの栄養状態や摂食量、残食量等の把握により、給与栄養量の目標  

の達成度を評価し．、その後の食事計画の改善に努めること。  

（2）献立作成、調理、盛りつけ・配膳、喫食等各場面を通して関係する職員  

が多岐にわたることから、定期的に施設長を含む関係職員による情報の   

共有を図り、食事の計画・評価を行うこと。  

（3）日々提供される食事が子どもの心身の健全育成にとって重要であること  

に鑑み、「楽しく食べる子どもに～食からはじまる健やかガイド」（平成16  

年3月16日雇児発第0316007号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知   

「食を通じた子どもの健全育成（いわゆる「食育」）に関する取組の推進  

について」に添付の資料）及び「保育所における食育に関する指針」（平   

成16年3月29日雇児保発第0329001号厚生労働省雇用均等・児童家庭   

局保育課長通知「保育所における食を通じた子どもの健全育成（いわゆる   

「食育」）に関する取組の推進について」に添付の資料）を参考に、施設   

や子どもの特性に応じた「食育」の実践に努めること。  

（4）給食の運営が衛生的かつ安全に行われるよう、給食担当者の健康診断及   

び定期検便、食品の衛生的取扱い、消毒等保健衛生に万全を期し、食中   

毒や感染症の発生防止に努めること。  

Ir 
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表1栄養計画を目的として、栄養素に関する食事摂取基準を用いる場合の概念（エネルギーは  

除く）1  

個人を対象とする場合  集団を対象とする場合  

推定平均    用いない。  習慣的な摂取量が推定平均必要量以下   

必要量  である者の割合を2．5％以下にすることを   

（M）  めぎす。   

推奨量  習慣的な摂取量が推定平均必要量以用いない。  

（RDA）  下の者は推奨量をめざす。  

目安量  習慣的な凄取量を目安量に近づける 集団における摂取量の中央値が目安量に   

（〟）  ことをめぎす。  なることをめざす。   

目標量  習慣的な凍取量を目標量に近づける 習慣的な摂取量が目標量に達していない   

（DG）2  か、または、示された範囲内に入るよう か、示された範囲外にある看の割合を減ら  

にめざす。  す。   

上限皇  習慣的な摂取量を上限量未満にす   習慣的な摂取量が上限量以上の者の割   

（UL）3  る。  合をゼロ（0）にする。   

1栄養アセスメント（食事摂取長のみならず、生化学的指諷身体計測値など）に基づいて、好象に応じた計画を立   

案し、実施ナることが主要である．数値は実現しなければならないものではない．なお、計画立秦の基になる栄養   

摂取1評価（アセスメント）はスクリーニング的な意味をもっている．其の栄養状態を絶遠するた捌こは、臨床情報、   

生化学的測定値、身体計測値が必要である。  

2栄養素摂敬虔と生活習慣病のリスクは、連続的であるので、注意して用いるべきである。「リスクが高い」「リスクが   

低い」とは、相対的な枚念である．ここでいう「リスク」とは、生活習慣病や過剰摂取によって健康障害が発生する   

確率のことを指している．  

－上限量が設定されていない栄養素が存在する。これは、数値を決定するための科学的根拠が十分に存在してい   

ないことを示すものであって、多士に摂取しても健康障害が発生しないことを保障するものではない。  

資料：平成16年12月28日健雷発箋122800】号厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室長通知  

「日本人の食事摂取基準（2005年版）の取扱いについて」   



図1成長曲線（男）  体重身長  
（kg〉（cm）  

身長（cm）  

012 3 4 5 6 7 8 91011121314151617  

年齢（歳）  

（7本の線はそれぞれ下から3，10，25，50て5，90，97の各パーセンタイル値を示す）   

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局「食を通じた子どもの健全育成（－いわゆる  
「食育」の視点から－）のあり方に関する検討会」報告書〈楽しく食べる子ど  

もに～食からはじまる健やかガイド～〉（平成16年2月）70－71頁  

ーて‾Ⅷ   



身長（cm）  
図2成長曲線（女）  

012 3 4 5 6 7 8 91011121314151617  
年齢（歳）  

（7本の線はそれぞれ下から3，10，25，50．75．90．97の各パーセンタイル値を示す）   



＿空き資料3  

日本人の食事摂取基準（2010年版） 概要  

1．策定の目的   

日本人の食事摂取基準は、健康な個人または集団を対象として、国鳥の健康の維持・   

増進、生活習慣病の予防を目的とし、エネルギー及び各栄養素の摂取量の基準を示す   

ものである。  

2．使用期間   

平成22（2010）年度から平成26（2014）年度までの5年間とする。  

3．策定方針  

（1）基本的考え方   

「日本人の 

しながら、可能な限り、科学的根拠に基づいた策定を行うことを基本とし、国内外の   

学術論文ならびに入手可能な学術資料を最大限に活用することとした。  

食事摂取基準は、3つの基本的な考え方に基づいて策定されている。  

① エネルギー及び栄養素摂取量の多少に起因する健康障害は、欠乏症または摂取不  

足によるものだけでなく、過剰によるものも存在する。また、栄養素摂取量の多   

少が生活習慣病の予防に関与する場合がある。よって、これらに対応することを  

目的としたエネルギーならびに栄養素摂取量の基準が必要である。  

② エネルギー及び栄養素の「真の」望ましい摂取量は個人によって異なり、個人内  

においても変動するため、「真の」望ましい摂取量は測定することも算定するこ  

ともできず、その算定及び活用において、確率論的な考え方が必要となる。  

③ 各種栄養関連業務に活用することをねらいとし、基礎理論を「策定の基礎理論」  

と「活用の基礎理論」に分けて記述した。な一お、「活用の基礎理論」については、   

「食事改善」や「給食管理」を目的とした食事摂取基準の基本的概念や活用の  

留意点を示した。   



（2）設定指標   

エネルギーについては1種類、栄養素については5種類の指標を設定した。  

①エネルギー：「推定エネルギー必要量」   

○推定エネルギー必要量（est血ated energy requirement：EER）  

エネルギー出納－が0（ゼロ）となる確率が最も高くなると推定される習慣  

的な1日あたりのエネルギー摂取量  

＊エネルギー出納：成人の場合、エネルギー摂取量－エネルギー消責量  

②栄養素：「推定平均必要量」「推奨量」「目安量」「耐容上限量」「目標量」   

健康の維持・増進と欠乏症予防のために、「推定平均必要量Jと「推奨量」の2  

つの値を設定し、この2指標を設定することができない栄養素については、「目安  

量」を設定した。   

また、過剰摂取による健康障害を未然に防ぐことを目的として、「耐容上限量J  

を設定した。   

さらに、生活習慣病の一次予防を目的として食事摂取基準を設定する必要のある  

栄養素については、「目標量」を設定した。   

○推定平均必要量（estinated average requirenent：EAR）  

ある母集団における平均必要量の推定値。ある母集団に属する50％の人が必  

要量を満たすと推定される1日の摂取量  

○推奨量（reconlmended dietary aHowance：RDA）  

ある母集団のほとんど（97〈て98％）の人において1日の必要量を満たすと推定  

される1日の摂取量  

＊理論的には「推定平均必要量＋標準偏差の2倍（2SD）」として算出   

○目安量（adequateintake：Al）  

推定平均必要量及び推奨量を算定するのに十分な科学的根拠が得られない   

場合に、特定の集団の人々がある一定の栄養状態を維持するのに十分な量   

○耐容上限量（toferable upperintake（evel：UL）  

ある母集団に属するほとんどすべての人々が、健康障害をもたらす危険がない  

とみなされる習慣的な摂取量の上限を与える量  

○目標量  

〈tentative dietarygoalfor preventingIife－Sty［e related diseases：DG）  

生活習慣病の一次予防を目的として、現在の日本人が当面の目標とすべき摂取  

【≡ヨ  
皇  

＜変更点＞   

耐容上限量を超えて摂取すると潜在的な健康障害のリスクが高まると考えられる  

ことを適切に表現するために、「上限量」を「耐容上限量」と変更した。   



図1堆定エネルギー必要量を理解するための概念図  

縦軸は、個人の場合は不足または過剰が生じる確率を、集団の場合は不足または過剰の者の割合を示す。  

エネルギー出納が0（ゼロ）となる確率が最も高くなると推定される習慣的な1日あたりのエネルギー  

摂取量を推定エネルギー必要量という。  

図2 食事摂取基準の各指標を理解するための概念図   

縦軸は、個人の場合は不足または過剰によって健康障害が生じる確率を、集団の場合は不足状態にある  

者または過剰によって健康障害を生じる者の割合を示す。   

不足の確率が推定平均必要量では0．5（50％）あり、推奨量では0．02～0．03（中間値として0．025）（2  

～3％または2－5％）あることを示す。耐容上限量以上を摂取した場合には過剰摂取による健康障害が生じ  

る潜在的なリスクが存在することを示す。そして、推奨畢と耐容上限量との間の摂取量では、不足のリス  

ク、過剰摂取による健康障害が生じるリスクともに0（ゼロ）に近いことを示す。目安量については、  

推定平均必要量ならびに推奨塁と一定の関係を持たない。しかし、推奨量と目安量を同時に算定すること  

が可能であれば、目安量は推奨量よりも大きい（図では右方）と考えられるため、参考として付記した。  

目標量は、他の概念と方法によって決められるため、ここには図示できない。  

▼   



（3）策定したエネルギーや栄養素  

エネルギーと34種類の栄養素について策定を行った。  

設定項目   

エネルギー  エネルギー   

たんば〈質  たんばく質   

脂質  脂質、飽和脂肪酸、∩－6系脂肪酸、n－3系脂肪酸  

コレステロール   

炭水化物  炭水化物、食物繊維   

ビタミン   脂溶性ビタミン   ビタミンA、ビタミンD、ビタミンE、ビタミンK  

水溶性ビタミン   ビタミンBト ビタミンB2、ナイアシン、ビタミンBい  

ビタミンBほ、葉酸、パントテン酸、ビオテン、ビタミンC   

ミネラル   多量ミネラル   ナトリウム、カリウム、カルシウム、マグネシウム、リン  

微量ミネラル   鉄、亜鉛、銅、マンガン、ヨウ素、セレン、クロム、モリブデン   

＜変更点＞ 分類について整理を行い、掲載順を変更した。  

（4）年齢区分  

ライフステージ   区分   

乳児（0～11か月）   0～5か月、6一｝8か月、9～11か月   

小児（†～17歳）   1～2歳、3～5歳、6～7歳、8～9歳、10～11歳、12～14歳、15～17歳   

成人（18～69歳）   18～2g歳、30～49歳、50～69歳   

高齢者（70歳以上）   70歳以上   

その他   妊婦、授乳婦   

＜変更点＞ 乳児については、成長に合わせてより詳細な区分設定が必要と考えられたため、  

エネルギー及びたんばく質では3区分（0～5か月、6～8か月、9～11か月）で策定を行った。  

（5）ライフステージ   

「乳児・小児」、「妊婦・授乳婦」、「高齢者」の各ライフステージについて、特別の  

配慮が必要な事項について整理を行った。  

（6）活用   

各種栄養関連業務に活用することをねらいとし、活用の基礎理論を整理し、「食事   

改善」と「給食管理」を目的とした食事摂取基準の基本的概念と活用の留意点を示   

した。   



（参考） 食事摂取基準を設定した栄養素と策定した指標（1歳以上）1  

推定平均必要量  推奨量   目安量  耐容上限量  目標量  

（EAR）   （RDA）   （入り   （Uし）   （DG）   

たんばく質  ○   ○  

脂質  ○  

飽和脂肪酸  ○  

脂質  n－6系脂肪酸  ○  ○  

n－3系脂肪酸  ○  ○  

コレステロール  ○   

炭水化物  ○  
炭水化物  

食物繊維  ○   

ビタミンA   ○   ○  ○  
脂  

ビタミンD  ○   ○  溶  

ビタミンE  ○   ○  
性  

ビタミンK  ○  

ビタミンB－   ○   ○  
ビ  

ビタミンB2   ○   ○  
タ  

ナイアシン   （⊃   ○  ○  
、  

水  ビタミンB6   ○   ○  ○  
ン  

溶  
ビタミンB－2   ○   ○  

性                                                                        葉酸 ○   ○  02  

パントテン酸  ○  

ビオチン  ○  

ビタミンC   ○   ○  

ナトリウム   ○  ○  

カリウム  ○  ○  
多  

カルシウム   ○   ○  ○  
．已  
．里  

マグネシウム   ○   ○  02  

リン  ○   ○  
、  

鉄   ○   ○  ○  
ネ  

亜鉛   ○   ○  ○  

銅 ○   ○  ○  
ル  

微  ○   ○  

日 、重  ○   ○  ● ○  

セレン   ○   ○  ○  

クロム   ○   ○  

モリブデン   ○   ○  ○  

l一部の年齢階級についてだけ設定した場合も含む。  

之通常の食品以外からの摂取について定めた。  

「   



日本人の食事摂取基準  

（2010年版）   

「日本人の食事摂取基準」策定検討会報告書  

（抄）  

1 はじめに  

2 策定の基礎理論  

3 活用の基礎理論  

：
 
 

2 ライフステージ  

1 乳児り」＼児  

平成21年5月  

厚生労働省   



Ⅰ 総論  

1．はじめに   

日本人の食事摂取基準（2010年版）は、健康な個人または集団を対革として、国民の健康の維  

持・増進、生活習慣病の予防を目的とし、エネルギー及び各栄養素の摂取量の基準を示すものであ  

る。栄養素の摂取不足によって生じるエネルギー及び栄養素欠乏症の予防に留まらず、過剰摂取に  

よる健康障害の予防、生活習慣病の一次予防も目的とした。   

日本人の食事摂取基準（2005年版）で用いられた策定方針を踏襲し、それをさらに徹底させる  

ことにした。利用者は、算定された数倍にこだわらず、食事摂取基準の考え方を十分に理解し、正  

しく用いることが望まれる。可能な限り科学的根拠に基づいた策定を行うことを基本とし、国内外  

の学術論文ならびに入手可能な学術資料を最大限に活用することにした。なお、前回の策定までに  

用いられた論文や資料も必要に応じて再検討を行った。   

エネルギー及び栄養素摂取量の多少に起因する健康障害は、欠乏症または摂取不足によるものだ  

けでなく、過剰によるものも存在する。さらに、これらとは別に、栄養素摂取量の多少が生活習慣  

病の予防に関与する場合がある。これらに対応することを目的としたエネルギー及び栄養素摂取量  

の基準が必要である。これが食事摂取基準のひとつめの基本的な考え方である。   

ところが、実際には、エネルギー及び栄養素の「真の」望ましい摂取量は個人によって異なり、  

また、個人内においても変動する。そのため、「真の」望ましい摂取量は測定することも算定する  

こともできず、その算定においても、その活用においても、確率論的な考え方が必要となる。これ  

が、食事摂取基準の2つめの基本的な考え方である。   

これら2つの基本的な考え方に基づき、後述するように、エネルギーについて1種類、栄養素に  

ついて5種類の指標を提示し、これらの総称として、「食事摂取基準」（dietaryreference  

intakes：DRIs）という名称を用いることにした。   

食事摂取基準は単に事実の記述を目的とするものではなく、各種の栄養関連業務に活用すること  

を念頭に置いている。そこで、今回の策定では、基礎理論を「策定の基碇理論」と「活用の基碇理  

論」に分けて記述することにした。両者は相互に深く関係するものであり、双方への深い理解が望  

まれる。また、策定ならび古土活用において特別の配慮が必要であると考えられたライフステージ、  

すなわち、「乳児・小児」、「妊婦・授乳婦」、「高齢者」についてはそれぞれ基本的な考え方をまと  

めることにした。  
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2．策定の基礎理論   

1．策定方法   

可能な限り科学的根拠に基づいた策定を行うことを基本とした。系統的レビューの手法を用い  

て、国内外の学術論文ならびに入手可能な学術資料を最大限に活用することにした。なお、前回の  

策定までに用いられた論文や資料も必要に応じて再検討を行った。ただし、他の医療分野と異な  

り、エビデンスレベルを判断し、明示する方法は人間栄養学、公衆栄養学、予防栄養学では十分に  

確立していない。そのため、メタ・アナリシスなど、情報の統合が定量的に行われている場合に  

は、基本的にはそれを優先的に参考にすることとしたが、実際には、それぞれの研究の内容を詳細  

に検討し、もっとも信頼度の高い情報を用いるように留意した。  

2．策定の対象としたエネルギー及び栄養素の基準   

人間の生存、健康の維持・増進に不可欠であることが明らかであり、そのための摂取量が定量的  

に明らかになっており、それが科学的に十分に信頼できるものとして世界的な合意が得られている  

と判断された栄養素を策定の対象とした。また、日本人でその予防対策が重要である生活習慣病に  

深く関わっていることが科学的に明らかにされている栄養素も策定の対象とした。その結果、今回  

の策定では34種類の栄養素が策定の対象とされた。   

性及び年齢階級別にその値を算定できるものに関しては数値の算定を行った。数値が算定できる  

だけの根拠は見出せないものの、摂取に当たって考慮する必要があると判断された栄養素について  

は、参考事項として、本文中のみで触れることにした。   

これとは別に、生存に不可欠なものとして、エネルギーも策定の対象とした。  

3．指標に関する基本的事項  

3－1，エネルギー   

成人の場合、体重を碓持するために、ある一定量のエネルギー摂取が必要であり、それを下回る  

と、体重の減少、やせ、たんばく質・エネルギー栄養失調症をもたらし、上回ると、体重の増加、  

肥満を招く。エネルギー摂取量とエネルギー消費量が釣り合っており、体重に変化のない状態がも  

っとも望ましいエネルギー摂取状態と考えることができ、これをエネルギー必要量と呼ぶことにし  

た。日常生活を自由に営んでいる健康な人のエネルギー消費量を測定する標準法は二重標識水法で  

ある。日本人においてはまだ十分な標本数が得られていないが、日本人における測定値を中心に、  

諸外国の測定値も参考にしながら、エネルギー必要量を算定することとした。しかしながら、個人  

に必要なエネルギーを正確に測定することはできず、そのために推定値に留まらざるを得ない。こ  

れを推定エネルギー必要量（estimatedenergyrequirement二EER）と呼び、この値を示すことに  

した。推定エネルギー必要量は性及び身体活動レベル（physicalactivitylevel：PAL）によって異  

なるため、これらで分類した推定エネルギー必要量を示すことにした。推定エネルギー必要量は、  

真のエネルギー必要量を測定できない場合、真のエネルギー必要量の代わりに用いる値である。す  

なわち、推定エネルギー必要量付近を摂取していれば現在の体重を維持できる確率がもっとも高  

く、習慣的な摂取量がこの値よりも大きくなるほど過剰摂取となる確率（体重が増加する確率）が  
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図1推定エネルギー必要量を理解するための概念図   

縦軸は個人の場合は不足または過剰が生じる確率を、集団の場合は不足または過剰の者の  

割合を示す。  

増し、この億よりも小さくなるほど摂取不足となる確率（体重が減少する確率）が増すと考えられ  

る。この概念を図示すると図1のようになる。この概念を集団にあてはめると、摂取不足にある者  

または過剰摂取にある者の割合を示す図として理解することもできる。   

推定エネルギー必要量は身体活動レベルによって異なる。今回の策定では、性及び年齢階級によ  

って身体活動レベルを最大3種類に分類し、各身体活動レベルについて推定エネルギー必要量を算  

定した。詳細は、各論のエネルギーの項を参照されたい。  

3－2．栄養素  

3－2－1．基本的な考え方   

34種類の栄養素を策定の対象とした。すべてに共通する指標の考え方を示す。それぞれの栄養  

素に特有の考え方や例外事項については各論のそれぞれの栄養素の項を参照されたい。   

栄養素については、摂取不足の有無や程度を判断するための指標として、「推定平均必要量」  

（estimatedaveragerequirement‥EAR）を算定することにした。しかし、活用の基礎理論で述べ  

るように、推定平均必要量だけでは活用の面からみると十分ではない。そこで、推定平均必要量を  

補助する目的で「推奨量」（recommendeddietaryallowanCe：RDA）を設定することにした。推  

定平均必要量と推奨量が設定できない栄養素が存在し、これらについては、「目安量」（adequate  

intake：AI）を設定することにした。後述するように、目安量は活用の面からみると、推定平均必  

要量よりも推奨量に近い指標である。これら3種類の指標が摂取不足に関連するものである。   

過剰摂取による健廉障害を未然に防ぐことを目的として、「耐容上限量」（tolerableupperintake  

level：UL）を設定した。しかし、十分な科学的根拠が得られず、設定を見送った栄養素も存在する。   

一方、生活習慣病の一次予防を目的として食事摂取基準を設定する必要のある栄養素が存在す  

る。しかしながら、そのための研究の数ならびに質はまだ十分ではない1）。そこで、これらの栄養  
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素に関して、「生活習慣病の一次予防のために現在の日本人が当面の目標とすべき摂取量」として  

の指標を提示し、「目標量」（tentativedietarygoalforpreventinglife－Stylerelateddiseases‥  

DG）と呼ぶことにした。   

これらの指標を理解するための概念図を図2に示す。この図は、習慣的な摂取量と摂取不足また  

は過剰摂取に由来する優寮障害のリスク、すなわち、健康障害が生じる確率との関係を概念的に示  

している。この概念を集団にあてはめると、摂取不足を生じる者の割合または過剰摂取によって健  

康障害を生じる者の割合を示す図として理解することもできる。   

また、これら5種類の指標の概念とその特徴を表1にまとめた2・l。一部は食事摂取基準を活用す  

る場合に重要な項目であるため、活用の基礎理論の章で詳しく触れることにする。   

活用の面からみると、不足に関する指標と過剰に関する指標を最優先とし、それらに問題がない  

ことを確認したうえで、生活習慣病の一次予防への配慮が求められる。また、栄養素の中でもそれ  

に関連する健康障害の発生確率やその程度を考慮し、優先順位を考慮して活用を図ることが望まれ  

る。活用の詳細については、活用の基礎理論の章を参照されたい。  

1歳以上について、食事摂取基準の対象とした栄養素（34種類）と策定した指標を表2に示す。  

乳児（0～11か月）については、飽和脂肪酸、コレステロール、炭水化物、食物繊維を除く30種  

類の栄登素について目安量を設定した。   

次に、それぞれの指標の特徴を示す。  

図2 食事摂取基準の各指標（推定平均必要量、推奨量、目安量、耐容上限量）を理解するための概念図   

縦軸は、個人の場合は不足または過剰によって健康障害が生じる確率を、集団の場合は不足状態にある者  

または過剰摂取によって健康障害を生じる者の割合を示す。   

不足の確率が推定平均必要量では0．5（50％）あり、推奨量では0．02～0．03（中間値として0．025）（2～  

3％または2．5％）あることを示す。耐容上限量以上を摂取した場合には過剰摂取による健康障害が生じる  

潜在的なリスクが存在することを示す。そして、推奨量と耐容上限量とのあいだの摂取量では、不足のリス  

ク、過剰摂取による建康障害が生じるリスクともに0（ゼロ）に近いことを示す。   

目安量については、推定平均必要量ならびに推奨量と一定の関係をもたない。しかし、推奨量と目安量を  

同時に算定することが可能であれば、目安量は推奨量よりも大きい（図では右方）と考えられるため、参考  

として付記した。   

目標量は、他の概念と方法によって決められるため、ここには図示できない。  
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表1 栄養素の指標の概念と特徴のまとめ  

目 的   
過剰摂取による  

摂取不足からの回避   健康障害からの回避   
生活習慣病の  

一次予防   

指標   推定平均必要量（EAR）  目標量（DG）   

推奨量（RDA）  

目安量（AI）   

億の算定根拠となる   実験研究、疫学研究   症例報告   疫学研究（介入研究   

主な研究方法   （介入研究を含む）  を含む）   

対象とする健康障害に  重要   他に関連する環境  

おける特定の栄養素の  要因がたくさんある  

重要度   ため一定ではない   

健康障害が生じるまでの  敷か月間   数年～数十年間   

典型的な摂取期間   

対象とする健康障害に  極めて少ない～少ない  多い   

関する今までの報告数   

通常の食品を摂取してい  ほとんどない   ある   

る場合に対象とする健康  

障害が生じる可能性   

サプリメントなど、通常  ある   ある   ある   

以外の食品を摂取してい  （サプリメントなどには  （厳しく注意が必要）  （サプリメントなど   

る場合に対象とする健康  特定の栄養素しか含まれ  には特定の栄養素   

障害が生じる可能性   ないため）  しか含まれないため）   

算定された借を考慮する  可能な限り考慮する   必ず考慮する   関連するさまざまな   

必要性   （回避したい程度によって  要因を検討して考慮  

異なる）  する   

算定された億を考慮した  推奨量付近、［1安量付近  耐容上限量未満であ  ある   

場合に対象とする健康障  であれば、可能性は低い  れば、可能性はほと  （他の関連要因に   

害が生じる可能性  んどないが、完全に  

は否定できない   

3－2－2．推定平均必要量（estimatedaveragerequirement：EAR）   

ある対象集団において測定された必要量の分布に基づき、母集団（例えば、30～49歳の男性）  

における必要量の平均値の推定値を示すものとして「推定平均必要量」を定義する。つまり、当該  

集団に属する50％の人が必要量を満たす（同時に、50％の人が必要量を満たさない）と推定され  

る摂取量として定義される。   

ここでいう「不足」とは、必ずしも古典的な欠乏症が生じることだけを意味するものではなく、  

その定義は栄養素によって異なる。それぞれの栄養素における「不足」の定義については、各論の  

各栄養素の項を参照されたい。  

3－2－3．推奨量（recommendeddietaryallowance：RDA）   

ある対象集団において測定された必要量の分布に基づき、母集団に属するほとんどの人（97～98  
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表2 食事摂取基準で策定した栄養素と設定した指標（1歳以上）1  

推定平均   

栄養素  
推奨量   目安量  耐容上限量  ぎ 目標量  

必要量（EAR）  （RDA）   （AI二）   （UL）  芦（DG）   

たんばく質  ○   ○  

脂質  

飽和脂肪酸  

脂 質   n－6系脂肪酸  
【 

○   ○  

n－3系脂肪酸  ○  

コレステロール  

炭水化物  
炭水化物  

食物繊維  星 ○ 【  

ビタミンA   ○   ○  ○   

脂  ○   ○   
】  

洛  
性  ○   ○  ‖  

ビタミンK  ○   †  

ビタミンBl   ○   ○  】  

ビタミンB2   ○   ○  】  

ナイアシン   ○   ○  ○   ‖  

ビタミンB6   ○   ○  ○  
水  

－一  

溶  ○   ○  
性  

○   ○  02  

パントテン酸  ○  

ビオチン  ○  

ビタミンC   ○   ○  

ナトリウム   ○  

カリウム  
多  

○  

カルシウム   ○   ○  ○  
∈ヨ 国  

マグネシウム   ○   ○  02   
【  

リン  ○   ○   

鉄   ○   （⊃  ○  

ネ  
亜鉛   ○   ○  

ラ  ○ 竜 一－  
ル  ○   ○  ○   鋼  

徴  ○   ○ 毒   

【；ヨ 臼  ○   ○  ○   【  

○   ○  セレン  ○ 毒   

クロム   ○   ○  

モリブデン   ○   ○  ○ 妄   H   

1一部の年齢階級についてだけ設定した場合も含む。  

2通常の食品以外からの摂取について定めた。  
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％）が充足している量として「推奨量」を定義する。   

推奨量は、実験等において観察された必要量の個人間変動の標準偏差を、母集団における必要量  

の個人間変動の標準偏差の推定値として用いることにより、理論的には、（推定必要量の平均値＋  

2×推定必要量の標準偏差）として算出される。しかし、実際には推定必要量の標準偏差が実験か  

ら正確に与えられることは稀である。そのため、多くの場合、推定値を用いざるを得ない。今回の  

策定で推奨量を求めるために用いられた標準偏差について、変動係数（標準偏差÷平均値）として  

一覧表にすると表3のようになる。そして、  

推奨量＝推定平均必要量×（1十2×変動係数）＝推定平均必要量×推奨量算定係数  

として、推奨量を求めた。  

3－2－4．目安量（adequateintake：AI）   

特定の集団における、ある一定の栄養状態を維持するのに十分な量として「目安量」を定義す  

る。実際には、特定の集団において不足状態を示す人がほとんど観察されない量として与えられ  

る。「推奨量」が算定できない場合に限って算定するものとする。基本的には、健康な多数の人を  

対象として、栄養素摂取量を観察した疫学的研究によって得られる。   

目安量は、次の3つの概念のいずれかに基づく借である。どの概念に基づくものであるかは、栄  

養素や性及び年齢階級によって異なる。   

① 特定の集団において、生体指標等を用いた健康状態の確認と当該栄養素摂取量の調査を同時  

に行い、その結果から不足状態を示す者がほとんど存在しない摂取量を推測し、その催を用  

いる場合。対象集団で不足状態を示す者がほとんど存在しない場合には栄養素摂取量の中央  

値を用いる。   

② 生体指標等を用いた健康状態の確認ができないが、日本人の代表的な栄養素の分布が得られ  

る場合。栄養素摂取量の中央値を用いる。   

③ 母乳で保育されている健康な乳児の摂取量に基づく場合。母乳中の栄養素濃度と哺乳量との  

積を用いる。  

3T2－5．耐容上限景（tolerableupperintakelevel：UL）   

健康障害をもたらすリスクがないとみなされる習慣的な摂取量の上限を与える量として「耐客上  

限量」を定義する。これを超えて摂取すると潜在的な健康障害のリスクが高まると考える（図  

3）。なお、この項でいう健康障害とは、過剰摂取によって生じる健康障害（過剰症）であを）、不  

麦3 推定平均必要量から推奨量を推定するために用いられた変動係数と推奨量算定係数の一覧  

変動係数  推奨量算定係数  ∃  栄養素   

10％   1．2   ビタミンBl、ビタミンB2、ナイアシン、ビタミンB6、  

ビタミンB12、葉酸、ビタミンC、カルシウム、マグネシウム、  

鉄（成人＼15～17歳）、亜鉛、セレン、クロム、モリブデン   

12．5％   1．25   たんばく質   

15％   1．3   銅   

20％   1．4   ビタミンA、鉄（6か月～14歳）、ヨウ素   
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足による健康障害（欠乏症）は含まない。   

真の「耐容上限量」は、理論的には、人を対象とした研究による「健康障害が発現しないことが  

知られている量」の最大値（健康障害非発現量、nOObservedadverseeffectlevel：NOAEL）で  

ある（図3）0しかし、人の健康障害非発現量に関する研究は、非常に少なく、また、特殊集団を  

対象としているものに限られていることから、安全を考慮して、多くの場合、得られた健康障害非  

発現量を「不確実性因子」（tmcertainfactor：UF）で除した値を耐容上限量とした（図3）。この  

場合、不確実性因子は1から5の範囲で適当な値を採用した。   

一方、ある栄養素の摂取量が過剰に多い特殊集団やサプリメント等からの過剰摂取による健康障  

害発現症例に基づいて、「健康障害が発現したことが知られている量」の最小値（最低健康障害発  

現量、lowestobservedadverseeffectlevel‥LOAEL）が得られている場合、原則として不確実性  

因子を10とし、最低健廉障害発現量を10で険したものを健靡障害非発現量の推定値とした。ただ  

し、カルシウム、マグネシウム、亜鉛については、過剰摂取による健康障害の程度や発生頻度を考  

慮して、例外的に不確実性因子を低く見積もった。   

しかし、人において、栄養素の過剰摂取による健康障害が報告されたこ とは稀であり、健康障害  

非発現量や最低健康障害発現量を明らかにするための量・反応関係などの実験を、人に対して行う  

ことはできない。このため、健康障害発現（中毒症）の動物実験、ときには、invitr。などの人＝  

的に構成された条件下で行われた実験から得られた健廉障害非発現畳または最低健康障害発現量か  

ら耐容上限量を推定せざるを得ない。最低健康障害発現量のみが報告されている場合には、原則と  

して不確実性因子を10として最低健康障害発現量から健康障害非発現量を推定することとした。  

図3 過剰摂取による健康障害のリスクをもっている集団を理解するための概念図   

曲線はある集団における仮想的な摂取量の分布を示す。縦軸は、人数または集団内でその摂取量を示した  

者の割合を示す。．   

耐容上限量以上を習慣的に摂取している者は過剰摂取による健康障害のリスクを潜在的にもっている。  

LOAEL以上を習慣的に摂取している者は、過剰摂取による健康障害が生じる事実が確認されている量以上を  

摂取している。   

NOAEL＝健康障害非発現量、LOAEL＝最低健康障害発現量。．  
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動物実験によって得られた健康障害非発現量から耐容上限量を推定する場合には、原則として不確  

実性因子を10とすることとした。   

なお、不確実性因子については十分な科学的根拠が存在せず、そのために専門家の間で十分な合  

意には必ずしも至っていない。そこで、上述のように、人における報告に基づく場合は1から5の  

範囲で適当な借を、動物を用いた実験報告に基づく場合は基本的には10を用いることにした。健  

康障害非発現量に基づく場合は小さめの値を、最低健康障害発現量に基づく場合は大きめの値を用  

いることにした。そして、それぞれの栄養素の特徴、対象となる健康障害の重篤度、健東障害非発  

現量及び最低健康障害発現量の報告例の研究の質、報告数、対象者や対象集団の特性（性、年齢階  

級、健康状態など）や集団代表性、人数などを加味して不確実性要因を決定し、「耐容上限量」の  

算定に用いた。耐容上限量が設定された栄養素で、その算定のために用いられた値は表4のとおり  

である。   

耐容上限量の算定方法の詳細は栄養素によって異なるため、詳しくは各論を参照されたい。な  

お、いくつかの栄養素では、設定根拠となり得る報告が乏しく、算定を見送ったものもある。  

3－2－6．目標量（tentativedietarygoalforpreventinglife－Stylerelateddiseases：DG）   

生活習慣病の一次予防を目的として、特定の集団において、その疾患のリスクや、その代理指標  

となる生体指標の億が低くなると考えられる栄養状態が達成できる量として算定し、現在の日本人  

が当面の目標とすべき摂取量として「目標量」を設定する。これは、疫学研究によって得られた知  

見を中心とし、実験栄養学的な研究による知見を加味して策定されるものである。しかし、栄養素  

摂取量と生活習慣病のリスクとの関連は連続的であり、開催が存在しない場合が多い。このような  

場合には、好ましい摂取量として、ある億または範囲を提唱することは困難である。そこで、諸外  

国の食事摂取基準や疾病予防ガイドライン、現在の日本人の摂取量、食品構成、曙好などを考慮し、  

実行可能性を重視して設定することにした。   

今回の策定では、循環器疾患（高血圧、脂質異常症、脳卒中、心筋梗塞）、がん（とくに胃がん）  

の一次予防に限り、脂質（脂肪酸）、コレステロール、炭水化物、食物繊維、ナトリウム（食塩）、  

カリウムについて策定を行った。  

表4 耐容上限量が策定された栄養素で、その算定のために用いられた不確実性因子（UF）  

不確実性因子   栄養素   

ビタミンE、鋼、マンガン、ヨウ素（乳児）   

1，2   ビタミンD（成人）、カルシウム、リン   

1．5   ビタミンA（妊婦）、亜鉛、ヨウ素（成人）   

1．8   ビタミンD（乳児）   

2   モリブデン   

3   葉酸、セレン   

5   ビタミンA（成人）、ナイアシン、ビタミンB6   

10   ビタミンA（乳児）   

30   鉄   
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表5 内容からみた目標量の種類と栄養素の関係   

骨租怒症・骨折も、その予防対策が強く望まれる生活習慣痛のひとつであり、その予防の中心は  

骨量の椎持である。骨董の維持に関連すると考えられる栄養素（今回の策定ではカルシウムとどタ  

ミンD）のうち、カルシウムでは不足の有無を判断するための指標に骨量が用いられ、それによっ  

て推定平均必要量・推奨量が算定されたため、目標量は算定しなかった。ビタミンDについては  

不足の指標として血中25－ヒドロキシビタミンD濃度が用いられ、ビタミンD摂取量と骨租怒  

症・骨折との関連に関してまだ十分なコンセンサスが得られていないとして今回の策定では、骨租  

怒症・骨折の一次予防に関連する栄養素の中にビタミンDは含めなかった。   

また、ビタミンCの推定平均必要量と推奨量は循環器疾患の一次予防をある程度視野に入れて  

算定されている。しかし、値の算定方法から考えて推定平均必要量と推奨量とした。   

脂質（飽和脂肪酸とn－6系脂肪酸を含む〉 と炭水化物は、エネルギーを産生する栄養素であり、  

互いのバランス（比）が重要であるため、給エネルギーに占める割合（％エネルギー：％E）を  

摂取量の単位とした。   

f■1標量には、習慣的な摂取量をl㌻1標量に近づけるために設定した場合と、示された範関内に入る  

ようにすることをめざすために設定した場合がある。内容からみた目標量の種類と栄養素の関係を  

表5に示す。  

4．策定において留意した基本的事項  

4－1．年齢区分   

表6に示した年齢区分を用いることとした。乳児については、前回と同様に、「出生後6か月未  

満（0～5か月）」と「6か月以上1歳未満（6～11か月）」の2つに区分することとしたが、と  

くに成長に合わせてより詳細な区分設定が必要と考えられたエネルギー及びたんばく質について  

は、「出生後6か月未満（0～5か月）」及び「6か月以上9か月末満（6－8か月）」、「9か月以  

上1歳未満（9～11か月）」の3つの区分で表した。  

1～17歳を小児、18歳以上を成人とした。高齢者を成人から分けて考える必要がある場合は、  

70歳以上を高齢者とした。   

詳細については、それぞれ、「Ⅱ各論、2．ライフステージ」の「乳児・小児」、「妊婦・授乳  

婦」、「高齢者」の項を参照されたい。  
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4－2、基準体位   

食事摂取基準では、性及び年齢階級別にひとつの代表値を算定するに留まっており、階級内にお  

ける体位特性（身長や体重）は考慮に入れていない。つまり、食事摂取基準は、年齢階級内のもっ  

とも典型的な体位として策定する。その体位として、1鼓以上には、平成17年及び18年国民健  

康・栄養調査3・4）における当該の性及び年齢階級における身長・体重の中央値を用い、0～11か月  

の乳児に関しては、平成12年乳幼児身体発育調査5）のデータの月齢の中央値を用いることにした。  

これを「基準体位（身長は基準身長、体重は基準体重）」と呼ぶことにした（表6）。  

4－3．目安量または目標量策定のための摂取量   

目安量と目標量の算定に当たって、国民の栄養素摂取状態の基準を必要とする場合がある。今回  

は、平成17年及び18年国民健康・栄養調査3・4）における性及び年齢階級別の摂取量の中央値なら  

びにパーセンタイル値を1歳以上における値を算定するための資料として用いることにした。   

食事摂取基準と国民健康・栄養調査とのあいだで6～11歳の年齢区分が異なっている（前者は  

6～7歳、8～9歳、10～11歳、後者は6～8歳、9－11歳）。そこで、6～7歳の食事摂取基準  

表6 基準体位（基準身長、基準体重）1  

性 別   男 性  女 性2   

年 齢   基準身長（cm）  基準体重（kg）  基準身長（cm）  基準体重（kg）   

0－5（月）   61．5   6．4   60．0   5、9   

6～11（月）   71．5   8．8   69．9   8．2   

6～8（月）   69．7   8．5   68．1   7．8   

9～11（月）   73．2   9．1   71．6   8，5   

1～2（歳）   85．0   11．7   84．0   11．0   

3～5（歳）   103．4   16．2   103．2   16．2   

6～7（歳）   120．0   22．0   118．6   22．0   

8～9（歳）   130．0   27．5   130，2   27．2   

10～11（歳）   142．9   35．5   141．4   34．5   

12～14（歳）   159．6   48．0   155．0   46．0   

15～17（歳）   170．0   58．4   157－0   50．6   

18～29（歳）   171，4   63．0   158・0  50．6   

30～49（歳）   170．5   68．5   158．0   53．0   

50～69（歳）   165．7   65．0   153．0   53．6   

70以上（歳）   161．0   59．7   147．5   49．0   

11歳以上は平成17年及び18年国民健康・栄養調査における当該年齢階級における中央値（17歳   

以下は各年齢の加重が等しくなるように調整）、1歳未満は平成12年乳幼児身体発育調査の身長   

及び体重発育パーセンタイル曲線の当該の月齢における中央値を用いた。  

2妊婦を除く。  
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には6～8歳の国民健康・栄養調査結果を、8～9歳には6～8歳の結果と9～11歳の結果の平  

均値を、10～11歳には9～11歳の結果をそれぞれ用いることにした。   

食事記録法を含むほとんどの食事調査法に過小評価の問題があることが知られている6）。日本人  

でも集団平均値として男性16％程度、女性20％程度の過小申告が存在することが報告されてい  

る7）。しかし、今回の策定で主として用いた平成17年及び18年国民健康・栄養調査3・4）における過  

小評価がどの程度であるのかは明らかでなく、欧米諸国においても、この間題を解決するための理  

論的かつ実践的な方法はいまだ提案されていない。そこで、今回は、平成17年及び18年国民健  

康・栄養調査、その他の調査で得られた値をそのまま用いることにした。   

今回の策定で、目安量と目標量の算定に当たって摂取量のデータを開いた栄養素は、麦7のとお  

りである。  

表7 目安量と目標量の算定に摂取量のデータを用いた栄養素  

栄養素  

目安量  n－6系脂肪酸、n－3系脂肪酸、ビタミンD、ビタミンE、パントテン酸、ビオテン1、  

リン、マンガンⅠ  

脂質、飽和脂肪酸、n－3系脂肪酸、ナトリウム、カリウム   

1国民健康・栄養調査以外の研究論文を参考にした。  

4－4．研究結果の統合方法   

食事摂取基準は、基本的には系続的レビューの方法を採用し、可能な限り多数の質の高い研究成  

果をもとに策定した。その場合、複数の研究成果をもとにひとつの値を決定しなくてはならない。  

そのために、表8に示したような方針に沿って結果の統合を行った。  

表8 研究結果の統合方法に関する基本的方針  

研究の質  ‖ 日本人を対象とした研究の有無！続合の基本的な考え方   

場合  
比較的に均一な  日本人を対象とした研究が存在する場合  ＼を対象とした研究結果を  

i優先して用いる  

日本人を対象とした研究が存在しない場合  全体の平均値を用いる   

研究によって  日本人を対象とした質の高い研究が存在す   …日本人を対象とした研究結果を   

大きく異なる  ■優先して用いる  

場合   
日本人を対象とした研究が存在するが、  い研究を選び、その平均値  

全体の中で、相対的に質が低い場合   董を用いる  

日本人を対象とした研究が存在しない場合  【   
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4－5．サプリメント等を用いた介入研究の取り扱い   

通常の食品から摂取できる量を著しく超えて摂取することによって、何らかの生活習慣病の一次  

予防を期待できる栄養素が存在し、その効果を検証するために、サプリメント等を用いた介入研究  

が行われることがある。そのような研究の報告も目標量の算定に当たって参考資料として用いるこ  

とを目的として、検索、収集、読解作業の対象とした。しかしながら、ある一定の好ましい効果が  

報告された後に、別の好ましくない健康影響を惹起する可能性があると報告された例も存在する針。  

そのため、通常の食品以外（サプリメント等）から大量に特定の栄養素を摂取することが妥当か否  

かに関しては、慎重な立場をとるべきであると考えられる。したがって、今回の策定では、サプリ  

メント等を除いた通常の食品の組み合わせでは摂取することが明らかに不可能と判断される量で行  

われた研究は目標量の算定には用いないこととした。  

4－6．外挿方法  

4－6－1．基本的な考え方   

栄養素について食事摂取基準で用いられた5種類の指標（推定平均必要量、推奨量、目安量、耐  

容上限量、目標量）を算定するに当たって用いられた数値は、ある限られた性及び年齢の者におい  

て観察されたものである。したがって、性及び年齢階級別に食事摂取基準を設けるためには、何ら  

かの方法を用いてこれらの値、すなわち参照僅から外挿を行わなければならない。   

推定平均必要量、目安量の参照値は、1日当たりの摂取量（重量／日）として得られることが多  

く、一方、耐容上限量の参照値は体重1kg当たりの摂取量として得られることが多い。そのため、  

個別に外挿方法を定めることにした。   

推奨量は、まず、推定平均必要量参照億から、外挿して各性及び年齢階級別推定平均必要量を求  

め、次に、外挿された各推定平均必要量に、表3の推奨量算定係数を乗じた。目標量の場合は、ま  

ず、目安量参照僅から、外挿して各性・年齢階級別に目安量を求め、次に、外挿された各目安量と  

性・年齢階級別摂取量の中央値とを用いて、その性・年齢階級別目標量とした。  

4－6－2．推定平均必要量と目安量   

栄養素の特性を考慮した外挿方法を決定することは困難である。そこで、エネルギー代謝効率と  

体表面積のあいだに高い相関があることに着目し、さらに、身長及び（または）体重から体表面積  

を推定する式を考案し、それを用いることが広く行われてきた9〉。身長及び（または）体重から体  

表面積を推定する式は多数提案されているが、今回の策定では、1947年に提唱された体重比の  

0．75乗を用いる方法を採用した10）。これは、最近、さらに詳細な検討が行われ、晴乳動物の循環  

希ならびに呼吸券重量の推定を含む各種生物の器官重量の推定に有用であると報告されている1い。   

そこで、成人と小児については次のように考えることとした。   

推定平均必要量または目安量の参照値が1日当たりの摂取量（重量／日）で与えられ、参照値が  

得られた研究の対象集団における体重の代表値（中央値または平均値）が明らかな場合は、  

Ⅹ＝Ⅹ。×（W／W。）0・75×（1＋G）  

を用いて外挿した。ただし、  

Ⅹ＝求めたい年齢階級の推定平均必要量または目安量（1日当たり摂取量）、  

も＝推定平均必要量または目安量の参照値（1日当たり摂取量）、  

W＝求めたい年齢階級の基準体重、  
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W。＝推定平均必要量または目安量の参照値が得られた研究の対象者の体重の代表値  

（平均値または中央値）、  

G＝成長因子（数値は表9を参照のこと）、  

である。   

研究によっては、推定平均必要量または目安量の参照値が、体重1kg当たりで与えられている  

場合がある。この場合には、  

Ⅹ＝Ⅹ0×Wx（1＋G）  

を用いて外挿した。ただし、  

Ⅹ＝求めたい年齢階級の推定平均必要量または目安量（1日当たり摂取量）、  

Ⅹ0＝推定平均必要量または目安量の参照借（体重1kg当たり摂取量）、  

W＝求めたい年齢階級の基準体重、  

G＝成長因子（数値は表9を参照のこと）、  

である。   

小児の場合は、①成長に利悶される量、②成長に伴って体内に蓄積される量を加味する必要があ  

る。そこで、成長因子として、FAO／WHO／UNU12うとアメリカ／カナダの食事摂取基準9一が採用し  

ている値を、日本人の年齢階級区分に合うように改変して用いた（表9）。   

6～11か月児については、0～5か月児の値から外挿する場合と、0～5か月児と1～2歳の  

中間値を採用する場合の2とおりが考えられる。そこで、基本的に、次の2つの式のいずれかを用  

いることにした。   

0～5か月児の食事摂取基準から外挿する場合には、  

（6～11か月児の基準体位の体重÷0－5か月児の基準体位の体重）】）75  

という式が提案されている9）。ただし、この式では、0～5か月児が成長途中であり、その食事摂  

取基準の中に成長因子に帰する分が含まれていると考えられるため、成長因子は考慮しない。基準  
体重を代入すると、男女それぞれ、（8．8÷6．4）q75、（8．2÷5．9）075となり、1．27、1．28となる。こ  

の式からは男女で微妙に異なる外挿値が得られるため、男女の外挿値の平均をとり、平均値を男女  

共通の目安量として用いることにする。  

4－6－3．耐容上限量   

耐容上限量についても、推定平均必要量、目安量と同様に、理論的かつ十分に信頼できる外挿方  

表9 推定平均必要量または目安量の推定に用いた成長因  

子（1歳以上）  

年齢階級   成長因子  

1～2歳  0．30  

3～14歳   0．15  

15～17歳（男児）  0．15  

15～17歳（女児）   0  

18歳以上  0   
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法は存在していない。そこで、十分なエビデンスが存在しない年齢階級については、基本的に次の  

2つの方法のいずれかを用いて値を算定することにした。   

耐容上限量の参照値が体重1kg当たりで与えられる場合は、  

Ⅹ＝Ⅹ0×W  

を用いた。ただし、  

Ⅹ＝求めたい年齢階級の耐容上限量（1日当たり摂取量）、  

Ⅹ0＝耐容上限量の参照値（体重1kg当たり摂取量）、  

W＝求めたい年齢階級の基準体位の体重、  

である。   

耐容上限量の参照億が1日当たりで与えられる場合は、  

Ⅹ＝Ⅹ0×（W／Wo）  

を用いた。ただし、  

Ⅹ＝求めたい年齢階級の耐容上限量（1日当たり摂取量）、  

Ⅹ0＝耐容上限量の参照値（1日当たり摂取量）、  

Ⅵr＝求めたい年齢階級の基準体位の体重、  

Wo＝耐容上限量の参照値が得られた研究の対象者の体重の代表値（平均値または中央値）、  

である。  

4－7．倦の丸め方   

値の信頼度と活用の利便性を考慮し、推定平均必要量、推奨量、目安量、耐容上限量、目標量に  

ついて、基本的には表10に示す規則に沿って丸め処理を行った。これは、小児、成人、高齢者に  

ついては、男女ともに、栄養素ごとにひとつの規則を適用することにした。乳児、妊婦の付加量、  

授乳婦の付加量については、その他の性及び年齢階級における数値で用いたのと同じ表示桁数を用  

いた。   

丸め処理を行った後に、年齢階級間で大きな凹凸が生じないように、必要に応じて数値の平滑化  

を行った。ここに示した以外の方法で丸め処理を行った栄養素については、それぞれの項を参照さ  

れたい。  
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表10 値の丸め処理に関する基本的規則  

値のおよその   
計算方法   

表示桁数（Ⅹ、Yに数値が入る。 

中央値  Ⅹは任意の数値、Yは0または5） 

0．5前後  小数点以下2桁の数字で四捨五入を行う   0．X   

1．0前後  小数点以下2桁の数字で四捨五入を行う   Ⅹ．X  

5前後   小数点以下1桁の数字が0か5になるよう   Ⅹ．Y  

に、四捨五入と同じ要領で丸めを行う   

10前後  小数点以下1桁の数字で四捨五入を行う   ⅩⅩ   

50前後   1の桁の数字が0か5になるように、  ⅩY   

四捨五入と同じ要領で丸めを行う  

100前後  1の桁の数字で四捨五入を行う   ⅩⅩ0  【  

500前後  10の桁の数字が0か5になるように、  ⅩYO  

四捨五入と同じ要領で丸めを行う  

1000前後  10の桁の数字で四捨五入を行う   ⅩⅩ00  

5000前後  100の桁の数字が0か5になるように、  ⅩYOO   

四捨五入と同じ要領で丸めを行う  
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3．活用の基礎理論   

1．基本的事項  

1－1．目的   

食事摂取基準を正しく活用するための基礎理論を記述することを目的とする。食事摂取基準の活  

用理論と活用方法については、欧米諸国でも数多くの議論がなされているが、統一した理論や活用  

方法はまだ確立していない13‾15）。その一方、日本人の体格、栄養素摂取量、予防すべき主要な疾患  

は欧米諸国と同じではない。そのため、たとえある一定の見解が欧米諸国で得られたとしても、そ  

のままでは日本人に用いることはできないことがある。   

そこで、今回の策定では、欧米諸国の研究報告を参考にしつつ、日本人（個人または集団）に食  

事摂取基準を活用することを念頭に置いて、活用のための基礎的な理論と考え方をまとめることに  

した。  

1－2．対象者及び対象集団   

食事摂取基準を適用する対象は、健康な個人ならびに健康な人を中心として構成されている集団  

とする。ただし、高血圧、脂質異常、高血糖など、何らかの疾患に関して軽度にリスクを有してい  

ても自由な日常生活を営み、当該疾患に特有の食事指導、食事療法、食事制限が適用されたり、推  

奨されたりしていない者を含むこととする。   

特有の食事指導、食事療法、食事制限が適用されたり、推奨されている疾患を有する場合、また  

は、ある疾患の予防を目的として特有の食事指導、食事療法、食事制限が適用されたり、推奨され  

ている場合には、その疾患に関連する治療ガイドライン等の栄養管理指針を優先して用いるととも  

に、食事摂取基準を補助的な資料として参照することが勧められる。  

1－3．目的からみた活用の基本分類   

食事摂取基準はさまざまな口的に用いられる。主なものとして、「食事改善」と「給食管理」の  

2つがある。   

食事改善は、食事摂馴犬態の評価、それに基づく食事改善計画の立案、そして食事改善の実施か  

ら構成される。さらに、対象者を個人として扱う場合と集団として扱う場合で、その活用上の理論  

が異なるため、両者は分けて取i）扱う。なお、・目の前に複数の人がいても、食事摂取状態の評価や  

食事指導などを個別に行う場合は「個人」として扱うので、注意を要する。   

給食管理とは、ここでは、特定の集団に対する栄養計画とそれに基づく適切な品質管理による継  

続的な食事の提供及び摂取状況等の評価を意味する。   

なお、いずれの目的においても、食事摂取基準に示された数値は、「めざすもの」であり、必ず  

しもすぐに実現しなければならないものでないことに留意する。   

この他、食習慣や栄養摂取に関連するガイドライン等を作成するための基礎資料として用いる場  

合などがある。  

1－4．摂取源   

食事として経口摂取されるものに含まれるエネルギーと栄養素を対象とする。通常の食品以外  

に、いわゆるドリンク剤、栄養剤、栄養素を強化した食品（強化食品）、特定保健用食品、栄登機  
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能食品、いわゆる健康食品やサプリメントなど、疾痛の治療を目的とせず、健康増進の目的で摂取  

される食品に含まれるエネルギーと栄養素も含むものとする。ただし、葉酸の耐容上限量は、通常  

の食品以外からの摂取についてのみ設定した。  

1－5．摂取期間   

食事摂取基準は、習慣的な摂取量の基準を与えるものであり、「1日当たり」を単位として表現  

したものである。短期間（例えば1日間）の食事の基準を示すものではない。これは、栄養素摂取  

量は日間変動が大きい16‾19）ことに加え、食事摂取基準で扱っている健康障害がエネルギーならび  

に栄養素の習慣的な摂取量の過不足によって発生するためである。   

栄養素の不足や過剰摂取に伴う健康障害を招くまでに要する期間は、栄養素や健康障害の種類に  

よって大きく異なる。例えば、ほぼ完全にどタミンBlを除去した食事を与えると2週間後に血中  

ビタミンBl濃度が大きく減少し、欠乏に由来すると考えられるさまざまな症状が4週間以内に出  

現したとの報告があり狛、これは1か月間以内での栄養管理の必要性を示している。一一方、ナトリ  

ウム（食塩）の過剰摂取は加齢に伴う血圧上昇に相関するとの報告があり21）、これは数十年間にわ  

たる栄養管理の重要性を示している。このように、健康障害を招くまで、または、改善させるまで  

に要する期間は、栄養素の種類や健康障害の種類によって大きく異なる。   

一方、栄養素等の摂取特性、すなわち日間変動の点からも習慣的な摂取の期間を具体的に示すの  

は困難である。極めて大雑把ではあるが、エネルギー及び栄養素摂取量の日間変動を観察した研究  

結果17‾1鋸に基づくと、ある程度の測定誤差、個人間差を容認し、さらに、日間変動が非常に大き  

い一部の栄養素を除けば、習慣的な摂取を把握するため、または管理するために要する期間はおお  

むね「1か月間程度」と考えられる。  

1－6．個人差   

エネルギーや栄養素の必要量には個人差が存在する。例えば、成人における其のエネルギー必要  

量の個人差は、測定誤差がほとんどないという条件でも、標準偏差として男性で200kcal／日、女  

性で160kcal／日程度詑）もあると報告されている。また、栄養素の中には、さまざまな要因によっ  

て、利用効率、例えば消化管吸収率等が異なり、その結果として摂取量が同じでもその必要量や健  

康影響が異なることが示唆されているものも存在する23‾25）。   

しかしながら個人差の要因は多岐にわたり、その程度も栄養素の種類、関連する要因などによっ  

てさまざまである。容易かつ正確に個人差の有無とその程度を測定することは、ほとんどの栄養素  

において困難である。そのため、現時点においては、こうした個人差の存在は偶然に由来する確率  

的なものと考えて対応することが実践的であると考えられる。   

ただし、エネルギー摂取量については、体重ならびに体格指数（bodymassindex：BMI）など  

が比較的容易かつ正確に測定でき、エネルギー収支のバランスを評価できるため、食事調査によっ  

て得られるエネルギー摂取量に代えて、これらの指標を用いるほうがエネルギー摂取量の評価には  

好ましいと考えられる。   

また、鉄のように、血中ヘモグロビン濃度や経血量から、必要量の個人差をある程度類推できる  

場合もある掛野コ。このような場合は、そのような情報をどのように利用できるか、利用してもよい  

かなどを十分に考慮したうえで利用することが望まれる。  
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1－7．栄養素の特性からみた分類と優先順位（表11）   

食事摂取基準は、エネルギーならびに栄養素の摂取量についての基準を示すものであるが、示さ  

れた数値の信頼度や活用における優先順位は栄養素間で必ずしも同じではない。   

エネルギー収支のバランスを適切に保つことは栄養管理の基本である。栄養素はその特性に応じ  

て、活用の目的が健康の維持・増進（健全な成長を含む）と生活習慣病の一次予防の2つに大別さ  

れる。生活習慣病の一次予防は、健康の維持が保証された場合にめざすものである。したがって、  

推定平均必要量、推奨量、目安量、耐容上限量が優先され、次に目標量について考えることが望ま  

しい。また、人で明確な欠乏症が確認されていない栄養素や、摂取量や給与量を推定できない栄養  

素の優先順位は低い。   

以上の考え方から、優先順位は、①エネルギー、②たんばく質、③脂質（％エネルギー）、④五  

訂増補日本食品標準成分表遷）に収載されているその他の栄養素（推定平均必要量、推奨量、または  

目安量が策定されている栄養素）、⑤五訂増補日本食品標準成分表迅）に収載されているその他の栄  

養素（目標量が策定されている栄養素）、⑥五訂増補日本食品標準成分表却）に収載されていない栄  

養素、となるであろう。   

実際の活用においては、さらに具体的に栄養素等を特定しなければならない。一例として次のよ  

うなものが考えられる‥①エネルギー、②たんばく質、③脂質、④ビタミンA、ビタミンBl、ビ  

タミンB2、ビタミンC、カルシウム、鉄、⑤飽和脂肪酸、食物繊維、ナトリウム（食塩）、カリウム、  

⑥その他の栄養素で対象集団にとって重要であると判断されるもの。   

ただし、この優先順位は固定したものではなく、対象とする個人や集団の特性や、食事摂取基準  

を用いる目的などに応じて変える。大切なのは、エネルギーに加えて、必要かつ十分な種類の栄養  

素を理論的かつ実践的に選択して用いることであり、限界も含めてその理由を説明できることであ  

る。  

1－8．生活習慣病の一次予防における留意点   

食事摂取基準で対象とした生活習慣病は、循環器疾患（高血圧症、一部の脂質異常症、脳卒中、  

心筋梗塞）、胃がんに限られている。これは、栄養素摂取量との数量的関連が多数の研究によって  

明らかにされ、その予防が日本人にとって重要であると考えられている疾患に限ったためである。  

また、肥満（数多くの生活習慣病の危険因子であり、総死亡のリスクを高める）とやせ（感染症ヤ  

ー部のがんなどへの罷息のリスクを高め、給死亡のリスクを高める）にづいても考慮し、エネルギ  

ー摂取についても留意する。   

生活習慣病の一次予防を目的として、食事改善や給食管理に食事摂取基準を活用する場合には次  

の2つの点に留意が必要である。   

① 数か月間でなく、数年間またはそれ以上にわたって実行できる（摂取できる）ものであるこ  

と。   

② 対象とする栄養素だけで対象とする生活習慣病の一次予防を図ろうとはせずに、その生活習  

慣痛が関連する他の危険因子や予防因子にも十分に配慮し、総合的な見地からの予防対策を  

図ること。  
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麦11食事摂取基準を活用する場合のエネルギーならびに栄養素の優先順位  

エネルギー・栄養素   栄養素（例）  注 釈  

（ヨエネルギー  アルコールも含む   

（∋たんばく質   たんばく質  

（参脂質   脂質   単位は％エネルギー   

④五訂増補日本食品標準．  ビタミンA   （重篤な）欠乏症が知られており、そ   

収載されているその他  ミンBl   の回避が重要であると考える栄養素。   

（推定平均必要量、推’  ミンB2   間における摂取量に留意。   

たは目安量が策定され  ミンC   

る栄養素）   カルシウム  

鉄   

⑤五訂増補日本食品標準′  飽和脂肪酸   生活習慣病の一次予防の観点から重要   

収載されているその他  繊維   な栄養素。   

（目標量が策定されてし  リウム（食塩）  比較的長期間における摂取量に留意。   

素）   カリウム   

⑥五訂増補日本食品標準  通常では優先度は低いもの。   

収載されていない栄養素  特殊な集団や特殊な食習慣をもつ場合  

などでは留意。   

2．指標別にみた活用上の留意点  

2－1，推定エネルギー必要量   

給食管理においては、給与エネルギー量を決定するために、対象者の推定エネルギー必要量を検  

討しなければならない。   

推定エネルギー必要量は二重標識水法によって測定された消費エネルギー量に基づいて算定され  

ている。そして、エネルギー消費量と基礎代謝量を測定した結果から身体活動レベルが推定され、  

示される。  

身体活動レベル＝推定エネルギー必要量÷基礎代謝量   

しかし、活用の面からみると、性及び年齢階級に加えて、身体活動レベルを推定し、これらより  

推定エネルギー必要量を推定することとなる。   

なお、上記の関係式は、対象者の基礎代謝量と身体活動レベルが得られれば推定エネルギー必要  

量が求められることを示しているが、基礎代謝量の測定は必ずしも容易ではなく、かつ、身体活動  

レベルの推定誤差も無視できないため、活用の面からみると、基礎代謝量と身体活動レベルを用い  

てエネルギー必要量を推定することは実践的でない場合もある。   

仮に身体活動レベルの推定に必要な情報が得られない場合は、身体活動レベルⅡ（ふつう）とし  

て扱うことがもっとも現実的であろう。しかし、この場合は、正しく活用できていない確率が増す  

ため、活用方法の見直しを頻回に行うなど、注意深い対応が望まれる。   

また、性、年齢（階級）、身長、体重などから基礎代謝量を推定する簡易式がいくつか知られて  

おり、代表的なものとして、Harris－Benedictの式29）、FAO／WHO／UNUの式12）、日本人を対象と  
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したものとしてGanpuleの式30）などがある。しかしながら、欧米人を対象とした式を用いた推定値  

は真の基礎代謝量よりもやや高めに出る傾向があるなど31・32）、いくつかの留意点も指摘されてい  

る。これらの推定式を用いてエネルギー必要量を推定する場合には、身体活動レベルの推定誤差に  

加えて、推定式の信頼度や利用時の留意点を十分に検討して慎重に用いることが勧められる。  

2－2．推定平均必要量   

推定平均必要量は、個人では不足の確率が50％であり、集団では半数の対象者で不足が生じる  

と推定される摂取量であることから、この億を下回って摂取することや、この値を下回っている対  

象者が多くいる場合は問題が大きく、緊急の対応が望まれる。ただし、活用の目的と栄養素の種類  

によって活用方法は異なるため、活用の目的、指標の定義、栄養素の特性を十分に理解することが  

大切である。  

2－3．推奨量   

推奨量は、個人の場合は不足の確率がほとんどなく、集団の場合は不足が生じていると推定され  

る対象者がほとんど存在しない摂取量であることから、この値の付近かそれ以上を摂取していれば  

不足のリスクはほとんどないものと考えられる。ただし、活用の目的と栄養素の種類によって活用  

方法は異なるため、活用の目的、指標の定義、栄養素の特性を十分に理解して活用することが大切  

である。  

2－4．目安量   

目安量は、推定平均必要量が算定できない場合に設定される指標であり、目安量以上を摂取して  

いれば不足しているリスクは非常に低く、その意味からは推奨畳に近い性格を有する指標である。  

なお、その定義から考えると、推奨量よりも理論的に高値を示すであろう指標である。一方、目安  

量未満を摂取していても、不足の有無やそのリスクを示すことはできない。   

したがって、目安量付近を摂取していれば、個人の場合は不足の確率がほとんどなく、集団の場  

合は不足が生じてい ると推定される対象者はほとんど存在しない。一方、摂取量が【ヨ安量を下回っ  

ている場合は、不足している可能性を否定できない（不足していない可能性も否定できない）。  

2－5．耐容上限量   

耐容上限量は、この億を超えて摂取した場合、過剰摂取による健康障害が発生するリスクが0  

（ゼロ）より大きいことを示す値である。しかしながら、通常の食品を摂取している限り、耐容上  

限量を超えて摂取することはほとんどあり得ない。また、耐容上限量の算定は理論的にも実験的に  

も極めて難しく、多くは少数の発生事故事例を根拠としている。これは、耐容上限量の科学的根拠  

の不十分さを示すものである。そのため、耐容上限量は「これを超えて摂取してはならない量」と  

いうよりもむしろ、「できるだけ接近することを回避する量」と理解できる。   

また、耐容上限量は、過剰摂取による健康障害に対する指標であり、健康の維持・増進、生活習  

慣病の一次予防を目的として設けられた指標ではない。耐容上限量の活用に当たっては、このこと  

に十分留意する必要がある。  

2－6．目標量  

生活習慣病の一次予防を目的として算定された指標である。生活習慣病の原因は多数あり、食事  
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はその一部である。したがって、目標量だけを厳しく守ることは、生活習慣病予防の観点からは正  

しいことではない。   

例えば、寓血圧の危険因子のひとつとしてナトリウム（食塩）の過剰摂取があり、主としてその  

観点からナトリウム（食塩）の目標量が算定されている。しかし、高血圧が関連する生活習慣とし  

ては、肥満や運動不足等とともに、栄養面ではアルコールの過剰摂取やカリウムの摂取不足もあげ  

られる33）。ナトリウム（食塩）の目標量の扱い方は、これらを十分に考慮し、さらに対象者や対象  

集団の特性も十分に理解したうえで、決定する。   

また、栄養素の摂取不足や過剰摂取による健康障害に比べると、生活習慣病は非常に長い年月の  

生活習慣（食習慣を含む）の結果として発症する。生活習慣病のこのような特性を考えれば、短期  

間に強く管理するものではなく、長期間（例えば、生涯）を見据えた管理が重要である。  

3．食事調査等のアセスメントにおける留意点  

3－1．食事調査  

3－1－1．活用との関連   

エネルギーならびに各栄養素の摂取状態の評価は、食事調査（アセスメント）によって得られる  

摂取量と食事摂取基準の各指標で示されている値を比較することによって行うことができる。しか  

しながら、後述する種々の問題、とくに食事調査の測定誤差のために、この方法を利用して食事摂  

取基準を活用することには以下に示す問題が存在し、十分に留意する必要がある。このため、食事  

調査を実施する場合は、より高い調査精度を確保するため、調査方法の標準化や精度管理に十分配  

慮することが必要である。   

したがって、食事調査の測定誤差の種類とその特徴、程度を知ることは、食事摂取基準で示され  

ている値を知ることと同等に重要である。食事調査の測定誤差でとくに留意を要するのは、過小申  

告・過大申告と日間変動の2つである。  

3－1－2．過小申告・過大申告   

食事調査法には複数種類が知られているが、その多くが対象者による自己申告に基づいて情報を  

収集するものである。その場合、申告誤差は避けられない。もっとも重要な申告誤差として、過小  

申告・過大申告が知られている。このうち、出現頻度が高いのは過小申告であり、その中でもとく  

に留意を要するものはエネルギー摂取量の過小申告である。   

調査法や対象者によってその程度は異なるものの、エネルギー摂取量については、日本人でも集  

団平均値として男性11％程度、女性15％程度の過小申告が存在することが報告されている7）。こ  

の研究では、16日間の秤量食事記録法によって得られたエネルギー摂取量を、性及び年齢階級か  

ら推定した基礎代謝量と比較している。基礎代謝量の推定精度に問題があるため、結果の解釈には  

注意を要するが、若年成人男女と中年女性、ならびに肥満傾向の中年男性で過小申告の傾向が認め  

られている。   

活用の観点からみると、こうした過小申告が食事調査の結果の解釈に無視できない影響を与える  

ことがあるため、留意を要する。例えば、体重1kgを減らすために必要なエネルギー摂取量の制  

限を7．000kcal程度とする考え34135）に基づくと、1年間で体重が5kg増えた人における過剰な摂  

取エネルギー量は96kcaレ′日（＝7，000×5／365）となる。例えば、仮に13％の過小申告が存在し  
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たとすると、2，000kcal／日を摂取している場合、過小申告による測定誤差は260kcal／日となり、こ  

れは前述の96kcal／日よりもかなり大きい。この例は、過小申告が存在するために、食事調査結果  

と推定エネルギー必要量の大小を比較できないことを示している。   

さらに、過小申告・過大申告の程度は肥満度の影響を強く受けることが知られている鎚）。例え  

ば、24時間尿中排泄量から推定した窒素（たんばく質摂取量の生体指標）、カリウム、ナトリウム  

の摂取量を比較基準として申告された摂取量との関係を肥満度（この研究ではBMI）別に検討し  

た報告が日本人で存在し、3種類すべての栄養素においてBM工が低い群で過大申告の傾向、Bh・Ⅲ  

が高い群で過小申告の傾向であった（表12）371。  

表12 24時間尿中排泄量から推定した窒素（たんばく質摂取量の生体指標）、カリウム、ナトリウ  

ムの摂取量を比較基準として申告された摂取量との関係をBMI別に検討した例訂）  

（日本人女子大学生353人、年齢18－22歳）  

BMI（kg／m2）、中央値（範囲）  
傾向性の  

18．4   19．9   21．1  22．2  24．7  
p－値  

（14．8～19．2）  （19．3～20．4）  （20．4～21．6）  （21．6～23．1）  （23，1～34．2）   

窒 素   1．11   0．98   1．00   0．93   0．85   ＜0．0001   

カリウム   1．15   1．】．0   1．06   0．96   0．89   ＜0．0001   

ナトリウム   1．34   1．21   1．09   1．14   0．94   0．0002  

数値は推定摂取量（g／日）［申告摂取量（g／日）／排泄量（g／日）］の中央値、食事調査は自記式食事歴法質問  

票による。  

3－1－3．日間変動   

エネルギーならびに栄養素摂取量に日間変動が存在することは広く知られている17）。一方、食事  

摂取基準が対象とする摂取期間は習慣的であるため、日間変動を考慮し、その影響を除去した摂取  

量の情報が必要となる。   

しかし、日間変動の程度は個人ならびに集団によって異なり、また、栄養素によっても異なる1机9）。  

さらに、その研究方法が困難であるため、日本人を対象として日間変動の実態を数量的に把挺した  

報告はいまだに乏しい。例えば、日本人の成人女性では、個人レベルで習慣的な摂取量の±5％  

または±10％の範囲に入る摂取量を得るためにそれぞれ必要な調査日数は表13のようになると試  

算されている18・19）。栄養素や年齢によっても異なることを理解したい。   

集団を対象として摂取状態の評価を行うときには、集団における摂取量の分布のばらつきが結果  

に無視できない影響を与える。日間変動の存在のために、調査日数が短いほど、習慣的な摂取量の  

分布曲線に比べて、調査から得られる分布曲線は帽が広くなる。そのために、食事摂取基準で示さ  

れた数値を用いて、摂取不足や過剰摂取を示す者の割合を算出すると、その割合は、短い日数の調  

査から得られた分布を用いる場合と習慣的な摂取量の分布を用いる場合では異なる。例えば、50～  

69歳の男女を対象に12日間にわたって秤量食事記録調査法を用いて行われた調査では表14のよ  

うな結果が報告されている鎚）。   

日間変動だけでなく、季節間変動すなわち季節差の存在も推測されるが、日本人の摂取量に明確  

一23－   



表13 日本人の成人女性において、習慣的な摂取量の±5％または±10％の範囲に入る摂取量  

を個人レベルで得るために必要な調査日数  

許容する誤差範囲   ±5 ％  ±10％   

年齢層   中年1   高齢者2  中年1   高齢者2  

エネルギー（kcal／日）   15   12   4   3  

たんばく質（g′ノ／日〉   21   21   5   5   

脂質（g／日）   43   43   

59  飽和脂肪酸（g／′日）  15  

多価不飽和脂肪酸（g／′日）   61  15  

109  コレステロール（mg／日）  27  

炭水化物（g／日）   19   13   】  5   3   

食物繊維（g／日）   49   12  

カロテン（〟g／日）   258   140   64   35   

ビタミンC（mg／日）   132 80  33  20   

カリウム（mg／日）   30  21   E  8  8   

カルシウム（mg／′日）   65   47   16   12   

31   
1   

鉄（mg／日）  27  8   7   

1平均年齢49．8歳、42人、東海地方、16日間秤量食事記録法。参考文献19）から計算。  

2平均年齢61．2歳、60人、宮城県農村部、12日間秤量食事記録法。参考文献18ノから計算。  

表14 調査日数別にみた栄養素摂取量に関するリスク保有者の割合乳（％う  

（50～69歳の男女、各季節に3日間ずつ合計12日間にわたって行われた秤量食事記録調査による）1  

男性（208人）   女性（251八）  

栄養素  リスク判別に 調査日敷  ノスク判別に  調査日数  

用いた開催  1！32  12  用いた間借  ロ   32  12   

たんばく質（g′／日）   ＜50  u 3・9jl・0   H  0  山 【 ＜40   2．4  0   0   

脂質（g／日）   25≦   27．9  l22・124・0 ‖  25≦   39．8  37．8  43．0   

食塩（g／日）   10≦   74．0  86．5  90．9   8≦   82．5  88．4  96．0   

葉酸（〟g／日）   ＜200   5．8  2・9芦0・5芦 ＜200  6．4  3，2  1．2   

ビタミンC（mgノ／日）   ＜85   27．9  21、6  19．7  円 t  く85  25．1  17．1  15．1   

カルシウム（mg／′′日）   ＜600   48．6  47．1  46，2  ぎ ＜600   48．2  48．6  45．0   

鉄（mg／日こ）   ＜6   7．2  ぎ 3・4  1．0き ＜5・5  6．0  3．2  2．0   

1摂取量分布が正規分布に近くなるように関数変換を行ったうえでリスク保有者の割合を計算した。  

2秋に実施した3日間調査による。  
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な季節差が存在する栄養素としてはビタミンCが報告されている（表15）16・阻却）。その他の栄養素  

についても季節差を認めた報告もある16・37・認）ため、季節によって食事内容が大幅に変動することが  

予想される場合には、留意することが望ましい。  

表15 ビタミンC摂取量の季節差‥わが国で1年間にわたって行われた3つの調査におけ  

る平均摂取量（mg／日）（秤量食事記録法による）  

冬   p一倍   参考文献 番号  性、平均年齢、人数  調査 日数  春  夏  【 ■ 秋  
16）  女性、48歳、80人   7   136   128   1601   154  ＜0．001   

38）  男性、61歳、208人  3   1201   124   145   125  ＜0．001  

女性、60歳、251人  3   1321   123   158   137  ＜0．001   

39）  男性、56歳、75人   7   113   127   154   1301  ＜0．001  

女性、54歳、85人   7   120   131   163   1451  ＜0．001   

1は調査が開始された季節を示す。  

3－2．身体状況調査   

身体状況の中でも体重ならびに体格指数（BMI）はエネルギー管理の観点からもっとも重要な指  

標であり、積極的に用いることが勧められる。   

食事改善を計画し実施した結果を評価する場合には、BMIの変化よりも体重の変化の方が数億  

の変化が大きいため鋭敏な指標である。体重の減少または増加をめざす場合は、おおむね4週間ご  

とに体重を継続的に計測記録し、16週間以上のフォローを行うことが勧められる亜）。   

体格の指標としては、この他に腹囲や体脂肪率などがある。必要に応じて利用することが望まし  

い。  

3－3．臨床症状・臨床検査の利用   

栄養素摂取量の過不足の指標として、臨床症状及び臨床検査が利用できる場合がある。   

例えば、鉄欠乏性貧血における血中ヘモグロビン濃度などの血液指標や月経のある女性における  

経血量、血清LDL（low－densitylipoproteinトコレステロールヤアルブミンなども利用可能であ  

る。しかし、臨床症状や臨床検査値は対象とする栄養素の摂取状況以外の影響も受けた結果である  

ため、慎重な解釈と利用が望まれる。  

3－4．食品成分表の利用   

食事調査からエネルギー及び栄養素の摂取量を推定したり、献立からエネルギー及び栄養素の給  

与量を推定したりする際には、食品成分表を用いて栄養価計算を行う。現在わが国でもっとも広く  

用いられているものは五訂増補日本食品標準成分表乃）であるが、栄養素の定義に関しては、食事摂  

取基準と五訂増補日本食品標準成分表とで異なっている。そこで、留意を要する栄養素について、  

表16にその内容を示す。  

－25－   



食品成分表の栄養素量と、実際にその摂取量や給与量を推定しようとする食品の中に含まれる栄  

養素量は必ずしも同じではない。しかし、この誤差の方向やその程度を定量化して示すことは困難  

である。そのため、食品成分表を利用する際には、この誤差の存在を十分に理解したうえで柔軟な  

対応が望まれる。   

ところで、食事摂取基準で示されている数値は摂取時を想定したものである。そのため、調理中  

に生じる栄養素量の変化を考慮して栄養価計算を行わなければならない。栄養素の中には調理によ  

って変化するものが知られており、水溶性ビタミンや一部のミネラルなど、無視できない変化率を  

示す場合もある41‾45）。しかしながら、調理中に生じる栄養素量の変化を考慮して栄養価計算を行う  

ことは現時点では必ずしも容易ではない。そのため、栄養素の摂取量や給与量を計算して食事摂取  

基準との比較を行う場合には、この点に留意し、慎重に対応することが望ましい。  

表16 食事摂取基準と五訂増補日本食品標準成分表で定義が異なる栄養素とその内容  

本食品標準成分表を用いて  

栄養素  。与量の推定を行い、その値と  

準との比較を行う場合の留意点   食事摂取基準  五訂増補日本食品標準成分表   

ビタミンE  α一トコフェロール  

だけを用いている   

いる   

ナイアシン  ナイアシン当量   ニコチン酸相当量を用いている  ヨナイアシン（。、g）＋1／60トリプトファン  

十1／60トリプトファン   

（mg二り（mgNEうを用  

けイアシン血g）   （トリプトファンから体内で 生合成されるナイアシンは  ■（mg）とする。 食品中のトリプ 
イ  

いている   H    】  苦；㌢震㌍完．霊宝芝志‡妄1ニ）    H   
と近似でき、これは、ナイアシン（血g）  

妄＋1／6たんばく質（g）とも書ける。   

3－5．活用上の留意点   

以上述べたように、食事調査から得られる摂取量の取り扱いには十分な留意が必要である一方、  

体重変動が小さく、事実上、無視できると考えられる場合には、肥満傾向（具体的にはBMIが25  

以上）46）であれば過剰摂取、やせ傾向（具体的にはBMIが18．5未満）鳩〉であれば摂取不足、そうで  

なければほぼ必要なエネルギー量を摂取していると考えられる。そして、体格指数（成人であれば  

通常BMIを用いる）の測定誤差は食事調査から得られるエネルギー摂取量のそれよりもはるかに  

小さい。そのため、エネルギー摂取量の過不足の判定には、体格指数を優先して用いるとともに、  

食事調査から得られるエネルギー摂取量についても、調査方法の妥当性、標準化や精度管理が十分  

に担保されていることを前提として解釈することが望ましいと考えられる。   

一方、栄養素摂取量については、エネルギーにおけるBMIのように身体測定等で代替となる測  

定手段は事実上、乏しい。そのため、上記で述べたような数多くの問題を有するものの、食事調査  

から得られる摂取量を用いざるを得ない。しかし、食事摂取基準で示されている数値は食事調査に  

おける測定誤差の問題を考癒していない。そのため、食事調査から得られる摂取量を摂取量の評価  

に用いる場合には、申告誤差を考慮したうえで用いることが望まれる。具体的には、過小申告・過  
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大申告の問題への対処法の一例として、申告されたエネルギー摂取量と推定エネルギー必要量（真  

のエネルギー必要量は知り得ないため）の比を用いて、申告された栄養素摂取量を調整する方法が  

考えられるが、その理論的な正当性とその有用性に関する科学的根拠は乏しい。なお、摂取量をエ  

ネルギーに占める割合（％エネルギー）、または、一定量のエネルギーを摂取するときに摂取する  

量（摂取量／1，000kcal、など）として表現する場合には、過小申告・過大申告の影響はあまり受  

けないと考えられる37，。また、日間変動の問題に対処するために、食事評価のために食事記録法ま  

たは食事思い出し法を用いる場合には、2日間（できれば不連続な2日間）以上の日数にわたって  

調査を行い、その平均値を用いることが望ましい47）。しかしながら、この間題を考慮して食事摂取  

基準を正しく活用するための方法を検討した応用統計学的な研究は乏しく48・49）、とくに日本人を対  

象としたものは極めて少ない翁）。そのため、具体的な手法を提示できる段階ではないと考えられ  

る。一方、食物摂取頻度法質問票や食事暦法質問票では日間変動の問題は理論的には存在しない。  

しかし、これらは数日間（例えば7日間）の秤量記録法に比べてその精度が低いものが多いため、  

これらを用いる場合にはその信頼度、すなわち妥当性の良否ならびにその程度について細心の注意  

を要する。  

4．食事改善（個人に用いる場合）  

4－1．基本的概念   

個人を対象とした食事改善を目的として食事摂取基準を用いる場合の基本的な考え方を表17に  

示す。作成に当たっては、アメリカ／カナダの食事摂取基準で採用された考え方13・14・49）を参照し、  

日本における食事摂取基準の活用事例を考慮した。   

重要なことは、食事改善の計画と実施を行うためには、それに先立ち、食事摂取状態の評価を行  

い、その結果に基づいて、食事改善を計画し、実施するということである。しかしながら、食事摂  

取状態の評価が困難な場合もある。この場合には、食事摂取状態の評価を省略し、必要最小限の栄  

養状態の指標を測定し、食事改善の計画と実施を行うこともある。また、栄養状態の指標の測定も  

省略し、利用可能な資料から得られる情報をもってこれらに代える場合もある。  

4－2．食事摂取状態の評価（表17）   

エネルギー摂取量の過不足の評価には、BMIまたは体重変化量を用いる。日本肥満学会の定義  

に従って、BMIの正常範囲を18．5以上25．0未満とし50）、測定されたBMIが18．5未満であれば  

「不足」、25．0以上であれば「過剰」と判断するのが適当であろう。ただし、たとえこの範囲にあ  

っても、体重が増加傾向または減少傾向にある場合は、エネルギーバランスが正または負になって  

いることを示すため、留意して適切に対応することが必要である。   

栄養素摂取量の評価には、基本的には食事調査の結果（測定された摂取量）を用いる。ただし、  

食事調査法に起因する測定誤差（とくに過小申告・過大申告と日間変動）が結果に及ぼす影響の意  

味とその程度を十分に理解して評価を行うことが必要である。個人においては日間変動が評価に与  

える影響がとくに大きい点に留意する。   

栄養素の摂取不足の回避を目的とした評価を行う場合には、推定平均必要量と推奨量を用いる。  

推定平均必要量が算定されていない場合は、目安量を用いる。測定された摂取量と推定平均必要量  

ならびに推奨量から不足の確率を推定する。推奨量付近か推奨量以上であれば不足のリスクはほと  

んどないと判断される。推定平均必要量以上であるが推奨量に満たない場合は、推奨量をめざすこ  
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表17 食事改善（個人に用いる場合）を目的として食事摂取基準を用いる場合の基本的な考え方  

目 的  用いる指標   食事摂御大態の評価   食事改善の計画と実施   

エネルギー B丸′ⅠⅠ  ・測定されたBMIが18，5未満  

摂取の L体重変化量  

過不足の  、． であれば「過剰」と判断   
評価  ・変化を評価したい場合は、体  ∃（留意点上意期間をおいて2回町  

重変化量を測定   巨上の評価を行い、その結果に基づい≧  

て計画を変更、実施   

栄養素の  推定平均必  ・測定された摂取量と推定平均  または目安量よりも摂取量   

摂取不足の  要量   必要量ならびに推奨量から不  が少ない場合は推奨量または目安   

評価   推奨量   足の可能性とその確率を推定  ∃ 量をめざす計画を立案  

目安量   ・目安量を用いる場合は目安量  ・摂取量が推奨量または目安量付近    と測定値を比較し、不足して． か、推奨畳または目安量以上であ  
いないことを確認（測定され  fる場合は現在の摂取量を維持 た摂取量が目安量を下回って  

いても不足している可能性を  

示すものではないことに注意）   

栄養素の  耐容上限量  ・測定された摂取量と耐答上限  ・耐答上限量を超えて摂取している   

過剰摂取の  量から過剰摂取の可能性の有  場合は耐容上限量未満になるため   

評価  無を推定   の計画を立案  

（留意点）耐容上限量を超えた摂取  

は避けるべきであり、それを超えて  

摂取していることが明らかになった  

場創ま、問題を解決するために速や 

かに計画を修正、実施   

生活習慣病  目標量   ・測定された摂取量と目標量を  ・摂取量が目標量の範囲に入ること   

の一次予防  比較。ただし、予防を目的と  を目的とした計画を立案   

を目的とした  している生活習慣痛が関連す  （留意点）予防を目的としている生   

評価  る他の栄養関連因子ならびに  括習慣病が関連する他の栄養関連因  

非栄養性の関連因子の存在と  子ならびに非栄養性の関連因子の存  

その程度も測定し、これらを  在と程度を明らかにし、これらを総  

総合的に考慮したうえで評価   

栄養素の摂取量の改善の程度を判  

断。また、生活習慣病の特徴から考  

えて、長い年月にわたって実施可能  

な改善計画の立案と実施が望ましい   

とが勧められる。ただし、他の栄養素の摂取状態なども考慮し、総合的に判断する。推定平均必要  

量未満の場合は不足の確率が50％以上あるため、摂取量を増やすための対応が求められる。目安  

量を用いる場合は目安量と測定値を比較し、目安量以上を摂取していれば不足のリスクはほとんど  

ないものと判断される。一方、摂取された摂取量が目安量未満であっても、目安量の定義から理解  

されるように、不足のリスクを数量的に推定することはできない。同時に、目安量未満であっても  

不足していない場合もあるために、目安量を用いた評価は慎重を要する。しかしながら、目安量未  

満である場合には何らかの不足がある可能性を否定できないため、目安量付近を摂取することが勧  
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められる。   

栄養素の過剰摂取の回避を目的とした評価を行う場合には、耐容上限量を用いる。測定された摂  

取量が耐容上限量を超えている場合には過剰摂取と判断する。   

生活習慣病の一次予防を目的とした評価を行う場合には、目標量を用いる。目標量は範囲で示さ  

れているものがあるため、目標量の特徴を考慮して、測定された摂取量との比較を行う。なお、生  

活習慣病には多数の原因があり、その複合的な結果として疾患が発症するため、ある種類の栄養素  

の結果だけを過大に重要視することは避けなければならない。対象とする生活習慣病の中で対象と  

する栄養素がどの程度、相対的な重要度を有しているのかを理解したうえで、総合的な評価を行う  

ことが勧められる。   

また、ある特定の個人で複数の栄養素についてこの評価を行った場合、その比較は、同じ指標  

（例えば、推定平均必要量）を用いた栄巷素どうしで行う 。一方、あるひとつの栄養素について複  

数の個人でこの評価を行った場合は、個人間で比較することができる。ただし、その場合は、同じ  

食事調査法が用いられ、同じ程度の標準化と精度管理が行われることが条件となる。  

4－3．食事改善の計画と実施（表17）   

食事改善の計画と実施は、食事摂取状態の評価を行い、その結果に基づいて行うことが基本であ  

り、理想である。それが困難な場合は、対象とする個人と類似の特性を有する個人または集団から  

得られた評価結果を参考にして、食事改善の計画を立案し、実施する。そのためには、対象とする  

個人の特性を十分に把撞しておくことが重要となる。ここでいう特性とは、性別、年齢、身体活動  

レベル、その他の主要な生活環境や生活習慣を指している。また、必要に応じて臨床症状や臨床検  

査のデータも積極的に用いることが望まれる。   

エネルギーの過不足に関する食事改善の計画立案及び実施には、BMIまたは体重変化量を用い  

る。BMIが正常範囲内に留まることを目的として計画を立てる。敷か月間（少なくとも1年以内）  

に2回以上の測定を行い、体重変化を指標として用いて計画を立てる。   

推奨量が算定されている栄養素については推奨量を用いる。推奨量付近かそれ以上であれば現在  

の摂取畢を維持させ、それ未満である場合は推奨量に近づくように計画を立てる。ただし、実施可  

能性や他の栄養素の摂取状態を考慮し、総合的に判断する。目安量が算定されている栄養素につい  

ては目安量を用いる。目安量付近かそれ以上であれば現在の摂取量を維持させ、それ未満である場  

合は目安量に近づくように計画を立七る。耐容上限量を超えて摂取している場合は、耐容上限量未  

満にするための計画を立てる。耐容上限量を超えた摂取は避けるべきであり、それを超えて摂取し  

ていることが明らかになった場合は、問題を解決するために速やかに計画を立て、・実施する。自標  

量の範囲外の量を摂取している場合は、範囲に入ることを月的とした計画を立てる。ただし、予防  

を目的としている生活習慣病が関連する他の栄養関連因子ならびに非栄養性の関連因子の存在とそ  

の程度を明らかにし、これらを総合的に考慮したうえで、対象とする栄養素の摂取量の改善の程度  

を判断することが勧められる。また、生活習慣病の特徴から考え、長い年月にわたって実施可能な  

改善計画の立案と実施が望ましい。  
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表18 食事改善（集団に用いる場合）を目的として食事摂取基準を用いる場合の基本的な考え方  

目 的  用いる指標   食事摂取状態の評価  食事改善の計画と実施  

エネルギー  BMI   ・測定されたBMIの分布≡・BMIが正常範囲内に留まっている者   

摂取の  体重変化量     H ・増やすことを目的として計   
過不足の  

評価  の割合を算出  H    喜（留意点）一定期間をおいて2回以上の  

・変化を評価したい場合萱評価を行い、その結果に基づいて計画を・  

は、体重変化量を測定 ∈変更し、実施   

栄養素の  推定平均必  ・測定された摂取量の分布‡・推定平均必要量では、推定平均必要量   

摂取不足の  要量   と推定平均必要量から、・を下回って摂取している者の集団内に   
評価   目安量   推定平均必要量を下回る至 おける割合をできるだけ少なくするた  

者の割合を算出  ∈ めの計画を立案  

・目安量を用いる場合は、f・目安量では、集団の平均摂取量を目安  

目安量を下回る者の割合∃量付近まで改善させるための計画を立    を算出       7 案              ■  

（留意点）推定平均必要量を下回って摂  

ー取している者の割合と目安量を下回って  

∃摂取している者の割合のもつ意味は異な  

るため、その割合を比較することは難し  
しヽ   

栄養素の  耐容上限量  ・測定された摂取量の分布  ・集団全員の摂取量が耐容上限量未満に   

過剰摂取の  と耐容上限量から、過剰  なるための計画を立案   
評価  摂取の可能性を有する者  （留意点）耐答上限量を超えた摂取は避  

の割合を算出  萱けるべきであり、超えて摂取している者  

宣＝ 

監．．．．．】． 

宰正、実施   

生活習慣病  上ニ】標量   ・測定された摂取量の分布  ・摂取量が目標量の範桝に入る者または   

の一次予防  と目標量から、目標量の  近づく者の割合を増やすことを［］自勺と   

を目的とした  範囲を逸脱する者の割合  した計画を立案   

評価  を算出する。ただし、予  （留意点）予防を目的としている生活習  

防を目的としている生活  慣病が関連する他の栄養関連因子ならび  

習慣病が関連する他の栄  に非栄養性の関連因子の存在とその程度  

養関連因子ならびに非栄 を明らかにし、これらを総合的に考慮し  

養性の関連因子の存在と【たうえで、対象とする栄養素の摂取量の  

程度も測定し、これらを喜改善の程度を判軋また、生活習慣病の  
総合的に考慮したうえで幸特徴から考え、長い年月にわたって実施  

評価   可能な改善計画の立案と実施が望ましい   

5．食事改善（集団に用いる場合）  

5－1．基本的概念   

集団を対象とした食事改善を目的として食事摂取基準を用いる場合の基本的な考え方を表18に  
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示す。作成に当たっては、アメリカ／カナダの食事摂取基準で採用された考え方13・14・51）を参照し、  

日本における食事摂取基準の活用事例を考慮した。   

重要なことは、食事改善の計画と実施を行うためには、それに先立ち、食事摂取状態の評価を行  

い、その結果に基づいて、食事改善を計画し、実施するということである。しかしながら、食事摂  

取状態の評価が困疑な場合もある。この場合には、食事摂取状態の評価を省略し、必要最小限の栄  

養状態の指標を測定し、食事改善の計画と実施を行うこともある。また、栄養状態の指標の測定も  

省略し、利用可能な資料から得られる情報をもってこれらに代える場合もある。  

5－2．食事摂取状態の評価（表18）   

エネルギー摂取の過不足を評価する場合にはBMIの分布を用いる。エネルギーについては、  

BMIが正常範囲内にある者（または正常範囲外にある者）の割合を算出する。日本肥満学会の定  

義に従って、BMIの正常範囲には18．5以上25，0未満を用いるのが適当であろう勤）。   

栄養素については、食事調査法によって得られる摂取量の分布を用いる。しかしながら、食事調  

査法に起因する測定誤差（とくに過小申告・過大申告と日間変動）が結果に及ぼす影響の意味と程  

度を十分に理解して評価を行わねばならない。集団においては過小申告・過大申告が評価に与える  

影響がとくに大きい点に留意する。詳細については食事調査法に起因する問題点の項（3－1）を  

参照されたい。   

推定平均必要量が算定されている栄養素については、推定平均必要量を下回る者の割合を算出す  

る。正しい割合を求めるためには確率法と呼ばれる方法を用いるべきであるが、現実的には確率法  

図4 集団における食事摂取状態の評価を行うための方法（確率法）の概念   

実線は対象集団における摂取量の分布、点線はこの中で摂取量が不足している者によって構成される集団  

における摂取量の分布を示す。不足者の割合は、（点線とⅩ軸で囲まれた部分の面積）÷（実線とⅩ軸で囲まれ  

た部分の面積）で与えられる。   

それぞれの摂取量において、ある確率で不足者が存在する。その確率は摂取量が推定平均必要量の場合に  

50％であり、それより摂取量が少ないところでは50％より高く、それより摂取量が多いところでは50％より  

低い。そして、推奨量付近で2～3％となる。この図は、摂取量の分布は正規分布に従うと仮定し、平均値  

を96g／日に、推定平均必要量を65g／日に、推奨量を101g／日に設定した場合である。  
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図5 集団における食事摂取状態の評価を行うための方法（カットポイント法）の概念   

個人が自分の必要量を知り得ないと仮定すると、集団における摂取量と必要量の関連はない。この仮定は  

エネルギーを除いて成り立つものと考えられる。次に、摂取量と必要量のそれぞれの分布がともに正規分布  

に従うと仮定し、摂取量の平均値が推定平均必要量付近にあると仮定すると、不足している人は直線y＝Ⅹと  

y軸で囲まれた部分に存在し、不足していない（充足している）人は直線y＝ⅩとⅩ軸で囲まれた部分に存在  

することになる。さらに、Ⅹ＝推定平均必要量と）r＝推定平均必要量という直線を加えると、すべての領域は  

6つの人（①～⑥）に分かれる。すなわち、不足している人は領域④＋①十⑥に存在する。ところで、領域  

①と領域④に存在する人数はほほ同じになると考えられるため、不足している人数は領域C亘⑤＋⑥に等L  

い。これは、摂取量が推定平均必要量に満たない者の人数に他ならない。   

なお、カットポイント法では、集巨引こおける特定の誰が必要量を満たしているのか、あるいは、満たして  

いないのかを判定できないことに留意しておく必要がある。  

が利用可能な条件が整うことは稀である13）。そこで、簡便法としてカットポイント法を用いること  

が多い。確率法とカットポイント法の概念をそれぞれ図4と図513）に示す。しかし、必要量の分布  

形が正規分布から大きくひずんでいる場合は、カットポイント法で求めた値は真の割合から遠くな  

ることが理論的に知られている。この間題を有する代表的な栄養素は鉄である13、〉。また、摂取量の  

平均値ならびにその分布が推定平均必要量から大きく離れている場合も、カットポイント法で求め  

た値は真の割合から離れてしまう。   

目安量を用いる場合は、目安量を下回る者の割合を算出する。目安量を下回る者の割合と真に不  

足状態にある者の割合とは理論的には一致しない。しかしながら、目安量が算定されている栄養素  

の場合、他に不足の指標が存在しないため、目安量を用いざるを得ないのが実情である。   

耐容上限量については、測定値の分布と耐容上限量から過剰摂取の可能性を有する者の割合を算  

出する。   

目標量については、測定値の分布と目標量から目標量の範囲を逸脱する者の割合を算出する。   

また、ひとつの集団で複数の栄養素についてこの評価を行った場合、その比較は、同じ指標（例  

えば、推定平均必要量）を用いた栄養素どうしで行うべきである。一方、あるひとつの栄養素につ  

いて複数の集団でこの計算を行った場合は、集団間で比較することができる。ただし、その場合  

は、同じ食事調査法が用いられ、同じ程度の標準化と精度管理が行われることが条件となる。  
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5－3．食事改善の計画と実施（表18）   

エネルギー摂取の過不足に関する食事改善の計画立案及び実施には、BMIまたは体重変化量を  

用いる。BMIが正常範囲内に留まっている者の割合を増やすことを目的として計画を立てる。敷  

か月間（少なくとも1年以内）に2回以上の測定を行い、体重変化を指標として用いる計画を立て  

る。   

栄養素の摂取不足からの回避を目的とした食事改善の計画立案及び実施には、推定平均必要量ま  

たは目安量を用いる。推定平均必要量では、推定平均必要量を下回って摂取している者の集団内に  

おける割合をできるだけ少なくするための計画を立てる。目安量では、集団の平均摂取量を目安量  

付近まで改善させるための計画を立てる。なお、推定平均必要量を下回って摂取している者の割合  

と目安量を下回って摂取している者の割合のもつ意味は異なるため、その割合を比較することは困  

難である。   

栄養素の過剰摂取からの回避を目的とした食事改善の計画立案及び実施には、耐容上限量を用い  

る。集団内のすべての者の摂取量が耐容上限量未満になるための計画を立てる。耐容上限量を超え  

た摂取は避けるべきであり、それを超えて摂取している者がいることが明らかになった場合は、こ  

の間題を解決するために速やかに計画を修正し、実施する。   

生活習慣病の一次予防を目的とした食事改善の計画立案及び実施には、目標量を用いる。摂取量  

が目標量の範囲に入る者または近づく者の割合を増やすことを目的とした計画を立てる。予防を目  

的とする生活習慣痛が関連する他の栄養関連因子ならびに非栄養性の関連因子の存在とその程度を  

明らかにし、これらを給合的に考慮したうえで、対象とする栄養素の摂取量の改善の程度を判断す  

ることが勧められる。また、生活習慣病の特徴から考え、長い年月にわたって実施可能な食事改善  

の計画立案と実施が望ましい。  

6．給食管理  

6－1．基本的事項   

給食管理とは、ここでは、特定の集団に対する食事計画とそれに基づく適切な品質管理による継  

続的な食事の提供及び摂取状況等の評価を意味する。給食管理の主たる目的のひとつに、健康の維  

持・増進（小児の場合は健全な発育を含む）と生活習慣病の一次予防がある。したがって、食事摂  

取基準を参考にしてその献立を作成し、管理することが必要である。   

給食管理を目的として食事摂取基準を用いる場合の概念について、その作業手順に沿って表19  

にまとめた。大切な点は、集団特性を正しく把撞し、それに見合った食事計画を決定したうえで、  

予定献立を作成し、品質管理を行った食事を提供し、一定期間ごとに、摂取量調査や対象者特性の  

再調査を行い、それらによって得られた情報、その他の情報を活かして、食事計画を見直すととも  

に、献立作成など一連の業務内容の改善に努めることである。   

続いて、給食管理を目的として食事摂取基準を用いる場合の概念について、エネルギー及び栄養  

素の別ならびに評価と食事計画の別に表20に示す。   

食事摂取基準における健康の維持・増進（小児の場合は健全な発育を含む）と生活習慣病の一次  

予防の目的から考えて、1か月間程度の給与栄養量の平均値が食事摂取基準に応じたものになるの  

が望ましいと考えられる。1食、1日、数日間の食事提供量については食事摂取基準を考慮する必  

要は小さい。なお、特定の集団に対して1日に1食を継続的に提供する給食の場合は、1か月間程  

度の提供量の平均値が1日当たりで満たすことを目的とする栄養素量のうち、その食事で満たすこ  
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表19 給食管理を目的として食事摂取基準を用いる場合の作業手順の基本的な考え方  

基本事項   作業手順の基本的な考え方   

①食事を提僕する   ・食事を提供する対象集団を決定。次に対象の性・年齢階級・身体特性   

対象集団の決定と  

特性の把握   

②食事摂取量の評価  ・食事摂取量を評価。給食に由来するもののみならず、すべての食事が  

対象。その中での給食からの寄与についての情報も得ることが望まし  

しヽ  

・情報を得ることが難しい場合は、一部の食事だけ（例えば給食だけ）  

について評価を行ったり、当該集団の中の一部の集団について評価を  

実施  

・さらに、対象集団については評価を行わず、他の類似集団で得られた  

情報をもって代用   

③食事計画の決定   ・①と（診で得られた情報に基づき、食事摂取基準を用いて、食事計画  

（提供する食種の数や給与栄養素量）を決定  

・対象集団が摂取するすべての食事を提供するのか、一部を提供するの  

かについても考慮して作成   

④予定献立の作成   ・③に基づいて、具体的な予定献立を作成   

⑤品質管理・食事  

の提   

⑥食事摂取量の把握  ・対象者（対象集団）が摂取した食事量を把握   

⑦食事計画の見直し  ・一定期間ごとに⑥の結果と①の見直しにより、③の確認、見直し   

とを目的とする栄養素量を満たすように努める。   

ただし、ここに記した内容に関しては十分に信頼できる研究報告を見出すことが現時点では困難  

であるため、この分野における研究レベルの向上と質の高い研究数の増加が急務であると考えられ  

る。  

6－2．対象集団の特性の把握   

性・年齢・身長・体重・身体活動レベルの分布を把握する。身長、体重からBMIを算出し、  

BMIの分布から、B九′ⅠⅠが18．5未満ならびに25．0以上の者の割合を算出する‘16）。   

新たな調査を行うのではなく、児童・生徒の健康診断をはじめ各種健康診断などの既存資料が活  

用できる場合にはこれらを積極的に用いることが勧められる。仮に何らかの要因で資料が得られな  

い場合は、暫定的な措置として、特性が似ていると推定される別の集団で得られた資料を参考にす  

ることも考えられる。   

そして、一定期間ごとに対象特性の調査を繰り返して行い、管理の適正化と内容の向上に努める  

ことが望ましい。対象特性の繰り返し調査には次の2つの目的がある。対象者が順次変化している  

場合は、できるだけ直近の対象特性を把握し、その情報を食事計画の見直しや献立作成に活かすこ  

とを目的として行う。小児のように成長している場合や軽度肥満者のように意図的に身体特性を変  

化させている場合では、対象者が同じでもその特性は変化していく。それに合わせて食事計画や献  
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表20 給食管理を目的として食事摂取基準を用いる場合の概念：エネルギー及び栄養素の別なら  

びに評価と食事計画の別にみた考え方  

評価（表19の①と②に相当）  食事計画の決定（表19の③に相当）  
目 的  

用いる指標   基本的概念  用いる指標  基本的概念   

エネルギー  BMT   ・性・年齢階級・身長・  推定エネル  ・性・年齢階級・身体活動レベル別の   

摂取の過不足  体重変化量  体重・身体活動レベル  ぎギー必要量  F 分布から推定エネルギー必要量を   

からの回避  身体活動レ  の分布を把握  算出、BMIや体重変化量などを  
ベル   ・BMIの分布から、B九′化  考慮してエネルギー給与量を決定   

が18．5未満ならびに  

25．0以上の者の割合を  

算出  
・変化を観察したい場合  

は体重変化量を測定   

栄養素摂取  推定平均必  ・測定された摂取量の  推定平均必  ・評価結果を参考にして、推定平均必   

不足からの   要塞   分布と推定平均必要量  要量   要量を下回る者がほとんどいなくな   

回避   目安量   から、推定平均必要量を  推奨量   るように、また、目安量を下回る者  
下回る者の割合を算出  目安量   ができるだけ少なくなるように、  

・目安量を用いる場合  給与栄養量を計画。具体的には、  

は、目安量を下回る者  推奨畳または目安量に近い摂取量に  

の割合を算出  なるような献立作成  

・これらよりも摂取量が少なくなる  

場合は、推奨畳または目安量をめざ  
した献立を計画。推奨畳付近または  

それ以上か、目安量付近またはそれ  

以上の摂取が可能な場合はその計画  

を実施。推奨量を満たすことが困難  
な場合でも、推定平均必要量は下回  

らないように留意。  

（留意点）対象者全点が推奨量や目安  

量を満たす必要はない。そのようにす  

ると過剰摂取の者が出現する割合が  

大きくなることもあるため留意。  

「集団へのアプローチ1」だけでなく、  

「高危険度群へのアプローチ1」も  
併せて用いることが望ましい   

栄養素過剰  耐容上限量  ・測定された摂取量の  耐容上限量  ・耐容上限量を超える者がでないよう   
摂取からの  分布と耐容上限量から、  な献立を立案   
回避  過剰摂取の可能性を有  

する者の割合を算出  

生活習慣病の  目標量   ・測定された摂取量の  目標量   ・評価結果を参考にして、目標量を   
一次予防  分布と目標量から、  逸脱した摂取量の者をできるだけ  

目標量の範囲を逸脱  少なくできるような献立を立案。  

する者の割合を算出。  具体的には、摂取量が目標量の範囲  
また、予防目的として  に入るような献立を計画  

いる生活習慣痛が関連  （留意点）予防を目的としている生活  

する他の栄養関連因子  習慣痛が関連する他の栄養関連因子な  

ならびに非栄養性の  らびに非栄養性の関連因子の存在とそ  

関連因子の存在と程度  の程度を考慮して総合的に対応するこ  

に関する情報も入手  とが望ましい。また、生活習慣病の  

特徴から考えて、長い年月にわたって  

摂取可能な献立の立案   

1公衆衛生学で用いられる概念で、集団全体を対象として教育や介入を行う場合を「集団へのアプロー   

チ」、ある特定のリスクをもっている小集団を集団から抽出して、集団全体ではなく、その小集団を対象   

として教育や介入を行う場合を「高危険度群へのアプローチ」と呼ぶ。  
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立の内容も変化させ、改善させることを目的として行う。必要に応じて、臨床検査から得られる生  

化学データなども活用する。  

6－3．食事摂取量の評価   

食事摂取量の評価を行う。給食に由来するもののみならず、すべての食事を対象とする。その中  

での給食からの寄与についての情報も得ることが望ましい。このような情報を得ることが難しい場  

合は、一部の食事だけ（例えば給食だけ）について評価を行ったり、当該集団の中の一部の集団に  

ついて評価を行ったりすることもある。さらに、当該集団についての評価は行わず、他の類似集団  

で得られた情報をもって代えることもある。   

栄養素の摂取不足からの回避を呂的とする栄養素については、測定された摂取量の分布と推定平  

均必要量から、推定平均必要量を下回る者の割合を算出する。目安量を用いる場合は、目安量を下  

回る者の割合を算出する。   

栄養素の過剰摂取からの回避を目的とする栄養素については、測定された摂取量の分布と耐容上  

限量から、過剰摂取の可能性を有する者の割合を算出する。生活習慣病の一次予防については、測  

定された摂取量の分布と目標量から、目標量の範囲を逸脱する者の割合を算出する。また、予防を  

目的としている生活習慣病が関連する他の栄養関連因子ならびに非栄養性の関連因子の存在と程度  

に関する情報も得る。   

そして、一定期間ごとに摂取量調査を繰り返して行うことが勧められる。得られた摂取量が食事  

摂取基準に照らして適したものであるか、改善する点はあるか、あるとすれば、それが何であり、  

具体的にどのような対策を講じるのかを考え、実行に移す。   

摂取量調査の精度はその調査法によってさまざまであるが、最低でも、給食の提供を受けている  

者から一定数を抽出して、料理区分（主食、主菜、副菜など）の別に残業量を調査し、そこからエ  

ネルギー摂取量と主要栄養素の摂取量を推定することが望まれる。また、個別の残菜調査が困難な  

場合は、集団を暫定的な単位として行い、これに代えられる場合もあると考えられる。さらに、残  

業調査の単位は食品単位でなく、料理単位であってもある程度、利用可能な情報が得られると考え  

られる。  

6－4．食事計画の決定   

対象特性ならびに食事摂取量に関する情報に基づき、食事摂取基準を用いて、食事計画を決定す  

る。また、すべての食事を提供するのか、一部を提供するのかについても考慮して作成する。   

エネルギー給与量については、性・年齢階級・身体活動レベル別の分布から推定エネルギー必要  

量を算出し、凱′ⅠⅠなどを考慮して決定する。BMIや体重変化量の評価結果も適宜活用する。   

栄養素の摂取不足からの回避を目的とする栄養素については、評価結果を参考にして、推定平均  

必要量を下回る者がほとんどいなくなるように、また、目安量を下回る者ができるだけ少なくなる  

ように、献立を計画する。具体的には、推奨量または目安量に近い摂取量になるような献立がひと  

つの例となる。これらよりも摂取量が少なくなる場合は、推奨量または目安量をめざした献立を計  

画する。推奨量付近またはそれ以上か、目安量付近またはそれ以上の摂取が可能な場合は、その計  

画を実施する。推奨量を満たすことが困難な場合でも、推定平均必要量は下回らないように留意す  

る。なお、対象者全員が推奨量や目安量を満たす必要はない。そのようにすると過剰摂取の者が出  

現する割合が大きくなることもあるため留意が必要である。「集団へのアプローチ」だけでなく、  

「高危険度群へのアプローチ」も併せて用いることが望ましい（表20の脚注参照）。  
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栄養素の過剰摂取からの回避を目的とする栄養素については、耐容上限量を超える者が出ないよ  

うな献立を計画する。生活習慣病の一次予防を目的とする栄養素については、評価結果を参考にし  

て、目標量を逸脱した摂取量の者をできるだけ少なくできるような献立を計画する。具体的には、  

摂取量が目標量の範囲に入るような献立を計画する。なお、予防を目的としている生活習慣病が関  

連する他の栄養関連因子ならびに非栄養性の関連因子の存在とその程度を考慮して総合的に対応す  

ることの重要性に留意する。加えて、生活習慣病の特徴から考えて、長い年月にわたって摂取可能  

な献立の立案が望ましい。  

6－5．食事計画の決定における補足事項  

6－5－1．給与エネルギーの決定   

対象集団の特性が、食事摂取基準における性・年齢階級・身体活動レベルからみて2つ以上の群  

（階級）に分かれる場合には、要求されるエネルギー及び栄養素の給与量の目標が異なる。そのた  

め、給与エネルギーの階級別に献立を作成することが望まれる。しかし、これが事実上困難な場合  

は、次のような方法も考えられる。   

性・年齢階級・身体活動レベルによって対象者の推定エネルギー必要量を算出する。複数の推定  

エネルギー必要量が存在する場合は、近似する推定エネルギー必要量をひとつにまとめる。例え  

ば、およそ200kcd′／日の範囲内にある場合は、必要に応じて、人数による重み等も考慮しながら  

推定エネルギー必要量を決定し、それをひとつの集団として扱うといった方法が考えられる。ただ  

し、このエネルギー量の範囲は実施可能性を考慮し、柔軟に設定することが望ましい。   

この作業によって作成された集団を食事計画（給与栄養量）の単位集団として、この単位集団ご  

とに献立を作成し、提供する。  

6－5－2．考慮するエネルギー及び栄養素の優先順位   

食事計画に当たって考慮する優先順位は、基本的には次の順になると考えられる。①エネルギ  

ー、②たんばく質、③脂質、④ビタミンA、ビタミンBl、ビタミンB2、ビタミンC、カルシウム、  

鉄、⑤飽和脂肪酸、食物繊維、ナトリウム（食塩）、カリウム、⑥その他の栄葦素で対象集団にと  

って重要であると判断されるもの、⑦その他。   

この中で、①については必須であり、給食の提供を受ける全員が、推定エネルギー必要量の±  

10％程度の範囲に入るように心がける。この範囲に留めることが困難な対象者がいる場合は、可  

能な限り、個人対応することが望ましいい②も必須であi）、特殊な理由がない限り給食の提供を受  

ける全員に摂取不足も過剰摂取も生じない状態を保つようにすることが望ましい。また、③、④、  

⑤については、対象者がエネルギーバランスを適切に保つために考慮すべきポイントであるため、  

可能な限り対応することが望ましい。⑥については給食の提供を受ける集団の特性（健康状態を含  

む）を十分に理解し、健康の維持・増進、生活習慣病の一次予防の場として給食を積極的に活用す  

ることが望ましい。⑦についても、摂取量が算定できる栄養素については、食事摂取基準で定めら  

れている範囲を逸脱していないかどうかを定期的に確認することが望ましい。  

6－5－3．一部の食事を提僕する場合   

すべての食事ではなく、一部の食事（例えば昼食のみ）を提供する場合がある。その場合には、  

食事を提供する集団のエネルギー及び栄養素摂取量を把握し、そのうちで給食が給与する割合をエ  
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ネルギーと主要な栄養素について決定し、それを満たすことを目的として、食事計画を決定するこ  

とが望まれる。対象集団のエネルギー及び栄養素摂取量を把握することが困難な場合は、類似の特  

性を有する別の集団で得られた結果を参考にしてもよいものと考えられる。しかし、この場合は、  

対象者特性の差異を十分に理解し、結果の解釈について慎重に対応する。   

健康な成人男性153人を調べた結果によると、平日の朝食、昼食、夕食、間食におけるエネルギ  

ー摂取量の割合は、それぞれ18％、34％、40％、8％であった（摂取量（kc山）から計算）52｝。朝食、  

昼食、夕食、間食のうちのひとつの食事だけを提供する場合は、このような結果も参考とし、さら  

に、給与しない食事（昼食だけを提供する場合は、朝食と夕食と間食）の量と質に個人差が存在す  

ることも考慮し、エネルギーの摂取不足ならびに過剰摂取からの回避、主要栄養素の摂取不足なら  

びに過剰摂取からの回避を考慮したエネルギー及び栄養素量を給与することが望まれる。  

6－6．その他の注意事項   

食事摂取基準の活用に当たっては、食事の提供を受ける対象の特性を考慮して、提供量の調節や  

工夫を行うことが望ましい。また、食事摂取基準に従った食事計画に基づく献立であっても、摂取  

されなければ、それは食事摂取基準を正しく活用したことにはならない。これは、食事摂取基準は  

摂取量の基準であって、給与量の基準を与えるものではないからである。提供した食事の全量が摂  

取されるように、柔軟かつ現実的に対応することが望まれる。   

給食は提供した食事が全量、摂取されることが理想である。そのためには単に給食を対象者に給  

与するだけでなく、残業が出ないよう、積極的に摂取されるように工夫することが望まれる。  

7．高齢者及び障害者等への活用上の留意点   

障害者等における推定エネルギー必要量や栄養  一部の高齢者（例えば要支援・要介護高齢者）や  

素等必要量が同年齢の健常者と異なる可能性が、いくつかの研究によって示唆されている㍊‾添）。し  

かし、その実態ならびに対策についての知見はまだ十分には集積されておらず、健常者を想定して  

策定された催をどのように活用するのかについては不明な点が多い。したがって、活用に当たって  

は、対象者を注意深く観察し、個々の状況に即した柔軟な対応が望まれる。  

8．有病者及び高危険度群への活用上の留意点   

食事摂取基準を適用する対象は、健康な個人、ならびに、健康な人を中心として構成されている  

集団としている。しかしながら、何らかの疾患を有していたり、何らかの疾患に関する高いリスク  

を有していたりする個人または集団に対して、食事摂取基準を用いることが有用な場合があるた  

め、その際は留意が必要である。   

① 治療等の目的としている疾患でとくに対象とするエネルギー及び栄養素摂取量については、  

食事摂取基準ではなく、その疾患に関連する治療ガイドライン等の栄養管理指針を中心に用  

いることが望ましい。   

② 治療等の目的としている疾患でとくに対象と考えられていないエネルギー及び栄養素摂取量  

については、食事摂取基準を中心に用いることが望ましい。   

③ 治療等の目的としている疾患以外の予防を考える場合には、食事摂取基準を中心に用いるこ  

とが望ましい。  
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2．ライフステージ  

1 乳児・小児   

1．基本的事項   

ライフステージの初期においては、胎内での栄養状態や、母乳からの各種栄養素の摂取も含めた  

乳児期の栄養状態、成長期における栄養状態について、特段の配慮を払う必要がある。とくに、近  

年、胎児期及び乳児期の栄養が、児の成人後の健康状態に及ぼす影響を示唆する報告もあり、ライ  

フコース全体を考えた食生活1）が重要と考えられる。そこで、乳児・小児に対する特記事項につい  

て要点を述べる。  

2．乳児   

推定平均必要量や推奨量を決定するための実験はできない。そして、健康な乳児が摂取する母乳  

の質と量は乳児の栄養状態にとって望ましいものと考えられる。このような理由から、乳児におけ  

る食事摂取基準は、目安量を算定するものとし、具体的には、母乳中の栄養素濃度と健康な乳児の  

哺乳量の積とした。また、日本人の食事摂取基準（2005年版）2）では、母乳栄養の場合と、人工栄  

養の場合の両者について、人工乳の栄養素の吸収率等を加味したうえで、異なる目安量を併記して  

いた。しかし、人工栄養の場合には、人工的に強化された栄養素も含めた摂取量であり、上記のよ  

うな観点から、目安量としては併記せずに、参考として示すこととした。   

生後6か月以降の乳児では、母乳（または人工乳）の摂取量が徐々に減り、離乳食からの摂取量  

が増えてくることから、6～8か月、9～11か月（または、6～11か月）の月齢区分で、主要栄  

養素及び一部のミネラルについては母乳及び離乳食からの摂取量データを検討した。しかし、この  

集団における摂取量データは限られていることから、他の栄養素については0～5か月児及び（ま  

たは）1～2歳の小児の僅から外挿して求めた（「Ⅰ総論、2．策定の基礎理論」の4－6－2を参  

照）。また、エネルギーについては、算出方法が異なっており、その詳細については「ⅠⅠ各論、1．  

エネルギー・栄養素」の「エネルギー」の章（2－6）を参照されたい。  

2－1．乳児期の月齢区分と基準体位（「Ⅰ総論、2．策定の基礎理論」の4－2を参照）   

乳児期においては成長の速度が速く、生後2か月程度で体重が2倍近くにもなる。日本人の食事  

摂取基準（2005年版）2）においては、1歳未満の月齢区分を「出生後6か月未満（0－5か月）」  

と「6か月以上1歳未満（6～11か月）」に分けていた。それぞれの月齢区分の期間において、体  

重や身長の変化は著しく、ひとつの数値をもって代表値としてはとらえにくいことから、今回は①  

0～2か月、②3～5か月、③6～8か月、④9～11か月の4区分に分け、値を示した（表1）。  

これらの数値は、平成12年乳幼児身体発育調査3）データから得られた0～12か月の50パーセンタ  

イル曲線において、それぞれ1．5か月、4．5か月、7．5か月、10．5か月に対応するものである。  
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表1乳児における基準体位（4区分として示した場合）  

性 別   男 児  女 児   

月 齢   身長（cm）  体重（kg）  身長（cm）  体重（kg）   

0～2（月）（1．5か月時）   56．2   4．9   54．8   4．6  

3～5（月）（4．5か月時）   65．3   7．4   63．7   6．8   

6～8（月）（7．5か月時）   69．7   8．5   68．1  7．8   

9～11（月）（10．5か月時）   73．2   9．1   71．6   8．5  

なお、これら4つの月齢区分での提示は、体位については、適切なデータが利用可能であること  

から、今回行ったものであり、各栄養素等の食事摂取基準の備については、前回と同様に、「出生  

後6か月未満（0～5か月）」と「6か月以上1歳末満（6～11か月）」の2つに区分することと  

したが、とくに成長に合わせてより詳細な区分設定が必要と考えられたエネルギーとたんばく質に  

ついては、「出生後6か月未満（0～5か月）」及び「6か月以上9か月未満（6～8か月）」、「9  

か月以上1歳未満（9～11か月）」の3つの区分で表した。  

1歳末満の月齢区分を2区分とした場合の基準体位は表2に示すとおりである。  

表2 乳児における基準体位（2区分として示した場合）  

性 別   男 児  女 児   

月 齢   身長（cm）  体重（kg）  身長（cm）  体重（kg）   

0～5（月）（3か月時）   61．5   6．4   60．0   5，9   

6～11（月）（9か月時）   71．5   8．8   69．9   8．2   

2－2．乳児期の哺乳量   

日本人の食事摂取基準（2005年版）2）策定後に日本人を対象として発表された論文4）においても、  

離乳開始前（15日目～5か月）では、母乳の摂取量はほぼ一定しており、日本人の食事摂取基  

準（セ005年紋）の哺乳量780mL／日5、■を変更せずに、同じ値を用いることとする。また、離乳開始  

後（6～8か月、9～11か月）の期間については、それぞれ600mL／／日、450mL／日を哺乳量とす  

る6・7）。なお、6～11か月をひとつの区分とした場合には、6～8か月、9～11か月の哺乳量の平  

均値である525mL／日とする。  

2－3．母乳中の栄養素濃度   

日本人の母乳中の各栄養素の含量についての報告は、古いものを含めて比較的多くある。ただ  

し、母乳のサンプリングのバイアス、測定データのばらつき、測定方法や精度の問題などから、単  

一の研究報告から栄養素を網羅的に記載し得るデータはない。そのため、栄養素ごとの検討におい  

て、より適当と考えられる母乳中の濃度を採用することとした。なお、各栄養素について採用され  

たデータ7‾㍊）の一覧を表3に整理した。  
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2－4．離乳食の摂取量   

離乳期における各栄養素摂取量を報告封‾罪）したデータは乏しく、前回の検討の後に報告された論  

文は極めて少なかった。しかし、離乳開始後（6～8か月、9～11か月）については、エネルギ  

ー、たんばく質、その他栄養素の摂取量に違いがみられるため、それぞれの年齢区分において、母  

乳（600mL／日、450mL／日、または525mL／日）からの栄養素摂取量及び離乳食からの摂取量を  

算出し、目安量設定のための参考データとした（表3）。  

3．小児  

食事摂取基準の策定に有用な研究で小児を対象としたものは少ない。そこで、十分な資料が存在  

しない場合には、外挿方法の基本的な考え方（「Ⅰ総論、2．策定の基礎理論」の4－6を参照）で  

示した外挿方法を用いて、成人の億から推定した。耐容上限量に関しては、情報が乏しく、算定で  

きないものが多かった。しかし、これは、多量に摂取しても健康障害が生じないことを保証するも  

のではないことに十分に留意する。  

4．活用に当たって  

乳児期においては、各栄養素の食事摂取基準は目安量として策定されている。基本的に、目安量  

は、健康な乳児が順調に成長、発達していると考えられる集団における摂取量に基づいて設定され  

る。健康な乳児が摂取する母乳の質と量は乳児の栄養状態にとって望ましいものと考えられること  

から、母乳栄養の場合を想定した数倍が示されている。ここで重要なことは、乳児期の栄養評価と  

計画の中で、摂取量の多寡のみで判断するのではなく、成長曲線などに当てはめ、身体発育を継続  

的にモニタリングしていくということである。このことは、成人におけるエネルギー摂取量に関わ  

る評価と計画において、摂取量の多寡よりも、BMIや体重変化量から総合的に判断をすることと  

同様の考え方である。また、人工栄養、あるいは混合栄養の場合、現在わが国で市販されている人  

工乳は、日本人の母乳組成や各栄養素の吸収率等が考慮されて製造されていることから、特定の栄  

養素の欠乏が起こりやすいということは考えにくい。したがって、母乳栄養の場合を想定した目安  

量を参照しながら、成長曲線などを活用し、乳児期の栄養評価や計画を総合的に考えていくこと  

は、母乳栄養児の場合と同様である。   

離乳期においては、種々の食品の摂取が始められ、エネルギーや各栄養素の摂取量の個人差も大  

きくなり、離乳食の円滑な導入及び進行も含めて、十分な栄養・食生活上の配慮が必要となる時期  

と思われる。今臥エネルギーとたんばく質については、6～8か月、9～11か月の2つの時期  

に分けて、目安量が示されている。しかし、この時期における摂取量を定量的に示した研究は少な  

く、十分な検討、策定を行うことができなかった。今後の研究データの蓄積が必要である。   

小児期においても、身長や体重変化などを成長曲線に当てはめて、モニタリングすることの重要  

性は、乳児期と同様である。エネルギーの過剰摂取による肥満の予防という観点からも、きめ細か  

なモニタリングを行うことが必要である。   

耐容上限量については、乳児期及び小児期を通じて、必要な根拠データが無いことから、設定さ  

れていない栄養素が多い。しかし、このことは摂取量の上限を配慮しなくてもよいということでは  

なく、とくに、栄養機能食品をはじめ、特定の栄養素が強化された食品の選択や摂取に当たっては、  

成人以上に慎重であるべきと考えられる。  
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表3 食事摂取基準策定の参照データー覧‥各栄養素の母乳中濃度及び離乳食からの摂取量  

母乳中濃度7‾霊）  離乳食からの摂取量封‾鎚）  

栄葦素  
0～5か月  6～8か月  】9～11か月  6～8か月  9～11か月   

たんばく貿  12．6g／L  10．6g／Lき 9．2g′／L   H  6．1g／日   17．9g／日  

月旨質   35．6g／／Ll  】  

脂肪エネルギー比率   48，5％  

n－6系脂肪酸   5、16g／L   

n－3系脂肪酸   1．16g．′／L   ！  

炭水化物  
炭水化物  

食物繊維  

ビタミンA   411〟gRE／L   

脂  3・05〟g′／′L 圭 一  

溶  
性  3．5～4．Omg／′L  

ビタミンK  5・17閥／一L j －一  

ビタミンBl   0．13mg／′L  

ビタミンB2   0、40mg／L  1 H ‖  

ナイアシン   2，Omg／L  u u  

ビタミンB6   0．25mg／L  
水  
溶  0，45〟g／L   1 ‖  

性  
葉酸  h 54〃g′／L 蚤  

パントテン酸   5．Omg／L  

ビオチン   5〟g／L  

ビタミンC   50mg／L  

ナトリウム   135mg／lJ  1  135mg／L  487mg／日  

カリウム   470mg／L 弓   470mg／L  492mg／日  

多  
カルシウム   250mg′／L  H ≠   250mg／L  128mg／日  

遥j  

マグネシウム   27mg／L  蒼  27mg／L  46mg／日  

リン   150mgノL   150mg／L  183mg／日  

鉄   0．426mg′／L！  

亜鉛   2mg／日2  
フ  
ル  

銅   0′35mg／L   0．16mg／′L  0．20mg／日  

徴  11／ノg′′′L   11〟g／L  0．44mg．／日  

量  1331Jg／L  

セレン   17〃g／L  

クロム   1．00〃g／L  

モリブデン   3・0〃g／L －  H 【  

1採用された母乳中濃度（3．5g／一100g）より、比重1．017で算出。  

2母乳中濃度ではなく、母乳からの1日当たりの摂取量。  
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乳児の食事摂取基準（再掲）  

月 齢   0～5（月）  6～8（月）  9～11（月）  
エネルギー・栄養素  

策定項目   男児女児  男児女児  男児女児   

エネルギー（kc山／日）  推定エネルギー必要量  5勤帥  650 帥  7（氾650   

目安量   10   たんばく質（g／日）  】15   25   

目安量   50   脂質（％エネルギー）  40  

脂質（g／日）1   （参考）   （30：さ  

飽和脂肪酸（％エネルギー）  

脂 質  目安量   4   5  

n－3系脂肪酸〈g／日）   目安量   0．9   0．9  

コレステロール（mg／日）  

炭水化物（％エネルギー）  
炭水化物  

食物繊維（g／日）  

t≡≡l安量   3∝）   400  
ビタミンA（〟gRE．ノノ日）2  

耐容上限量   600   6（氾  

脂  目安量   2．5（5．0〉   5．0（5．0）  
洛  
性  耐容上限畳   25   25  

ビタミンE（mg／日）   目安量   3．0   3．5  

ビタミンK（〟g／日）   目安量   4   7  

ビ  ビタミンBl（mg／日）   目安量   0．1   0．3  

夕  ビタミンB2（mg／日）   目安量   0．3   0．4  

ン  ナイアシン（mgNE．／′日）4   目安量   2   3  

ビタミンB6（mg／日）   目安量   0．2   0．3  

水 溶  目安量   0．4   0．6  

性  目安量   40   65  

パントテン酸（mg／日）   目安量   4   5  

ビオチン（〟gノ／日）   目安量   4   10  

ビタミンC（mg／日〉   目安量   40   40   

ナトリウム rmg／日）   目安量   600  

（食塩相当量）（g／′日）   目安量   田          0．3   1．5  

多  目安量   400   7〔沿  

量  目安量   2（X）   250  

マグネシウム（mg／日）   目安量   20   60  

リン（mg／日）   目安量   120   260  

訂安量   0．5  

鉄（mg／日）5  推定平均必要量  3．53．5  3・53・5  

推奨畳  5．O4．5  5．O4．5  
フ  
ル  亜鉛（mg／日）   目安量   2   3  

徴  
銅（mg′／日）   目安量   0．3   0．3  

マンガン（mg／日）   目安量   0．01   0．5  
量  

目安量   100   130  
ヨウ素（〟g．′′月）  

耐容上限量   250   250  

セレン（〟g．′′月〉   目安量   15   15  

クロム（〃g′′■日）   目安量   0．8   1．0  

モリブデン（、〟g／日）   目安量   2   3   

1母乳中脂肪濃度と0～5か月児の1日の哺乳量から算出した。  
2 プロビタミンAカロテノイドを含まない。  

3適度な日照を受ける環境にある乳児の目安量。（）内は、日照を受ける機会が少ない乳児の目安量。  
4 0－5か月児の目安量の単位はmg／日。  
5 6～11か月はひとつの月齢区分として男女別に算定した。  
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小児（1～2歳）の推定エネルギー必要量（再掲）  

男 子  女 子   

身体活動レベル   Ⅱ   Ⅲ   Ⅱ   Ⅲ   

エネルギー（kcal／日、1  1，（XX）  昭）  

小児（1～2歳）の食事摂取基準（再掲）  

男 子  女 子  

栄養素  推定平均  耐谷  
推奨量  目安量   上限量   

耐容  

必要量  目標量  推定平均 必要量  推奨量  目安量  上限量  目標量   

たんばく買（g．′′日）  15   20  15   20  

脂質（％エネルギー）  
20以上  20以上  

30未満  
‾ 

芦30未満  

飽和脂肪酸し％エネルギーニ・  － －  

リン（mg′′臼：〉  6（氾  一  6（氾  

鉄（mg／日二〉   3．0  4．0  25  3．0  4．5  20  

7 ル   
師鉛（mg′′臼）   4   5  4   5  

鋼（mg／臼〉   0．2  0．3   －  0．2  0．3  

徴i  l．5  l．5  

加亡  35   50  2説）  35   50  250  

セレン（〟g／冒）   10   10  50  10   10  50  

クロム（〟g／日）  

モリブデン（〟g／日）   一 －  

1推定平均必要量、推奨量はプロビタミンAカロテノイドを含む。耐容上限量はプロビタミンAカロテノイドを含まない。  

2耐啓上限量はニコチンアミドのmg量、（）内はニコチン酸のmg畳。基準体重を用いて算定した。  

3耐容上限畳は食事性ビタミンB6の量ではなく、どリドキシンとしての量である。  

4耐容上限畳はプテロイプレモノグルタミン酸の量として算定した。  

5通常の食品からの摂取の場合、耐容上限畳は設定しない。通常の食品以外からの摂取量の耐客上限畳は、小児では5mg′′kg体重′′   

日とする。  
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小児（3～5歳）の推定エネルギー必要量（再掲）  

男 子  女 子   

身体活動レベル   Ⅱ   Ⅲ   Ⅱ   Ⅲ   

エネルギー 〈kcaレ日）  1．3（沿  1，250  

小児（3～5歳）の食事摂取基準（再掲）  

男 子  女 子  

栄提案  推定平均  
耐容 上限量  目標量   必要量  推奨量  目安量  耐客 上限量  目標量  推定平均 必要量  推奨量‘  目安量  

たんばく質（g／日）  20   25  20   25  

脂質（％エネルギー）  20以上  20以上  

30未満  30未満  

飽和脂肪酸（％エネルギー）  

脂 質                                                     n－6系脂肪酸（g／日）  6  

n－3系脂肪酸（g／臼）  1．2  1，2  

コレステロール（mg′′‘日〉  

炭水化物（％エネルギー）  50以上  50以上  

炭水化物  70未満  70未満  

食物繊維（g′′臼）  

ビタミンA（〟gRE′′′日）1   3（沿  450  7（カ  3〔沿  450  7〔旧  

脂   2．5  30  2．5  30  
溶  
性  4．5  2（沿  4．5  2〔氾  

ビタミンK（〟g．／日）  30  30  

ビタミンBl（m〆日〉   0．6  0．7  0．6  0．7  

ビ  ビタミンB2（m〆即   0．7  0．8  0，6  0．8  

タ  ナイアシン（mgNE／口）2   6   7  紛（幻〉  6   7  g）（カ）  

ン  ビタミンB6（mg／E＝3   0．5  0．6  15  0．5  0．6  15  

水 溶                                                                                                   ビタミンB12（〟〆日）   0．9  1．1  0．9  1．1一  

性                                                                                                                          葉酸（〟g一／日）4   餅）  110  4（氾  90  110  4（X）  

パントテン酸（mg′′日）  4  4  

ビオチン（〟g／日）  25  25  

ビタミンC（mg／日）   40  45  40   45  

ナトリウム〔mg′′日）  

（食塩相当貴）（g／日ノ  5．0未満  5．0未満  

多  1，∝0  1，〔〉∝）  

景  諷  6（X）  450  550  

マグネシウム（mg′′日）5   80  100  80  1〔沿  

リン（mg／日）  8（氾  7〔沿  

鉄（mg′′日〉   4，0  5．5  25  4．0  5．5  25  

フ  亜鉛（m〆日）   〇   6  5   6  ル  
銅（m〆日）   0．3  0．3  0、3  0．3  

微  1．5  1．5  

量  45  60  350  45  60  350  

セレンl／〟〆日）   10   15  70  10   15  70  

クロム「〟釘酎  

モリブデン（〟釘日）  

1推定平均必要量、推奨豊はプロビタミンAカロテノイドを含む。耐容上限量はプロビタミンAカロテノイドを含まない。  

2耐啓上限宜はニコチンアミドのmg豊、（）内はニコチン酸のmg量。基準体重を用いて算定した。  

3耐客上限宜は食事性ビタミンB6の見ではなく、どリドキシンとしての量である。  

4耐容上限京はプテロイルモノグルタミン醸の京として算定した。  

5通常の食品からの摂取の場合、耐容上限量は設定しない。通常の食品以外からの摂取量の耐容上限量は、小児では5mg′′kg体重／   

臼とする。  
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